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第 1章

導入

この章では, 導入としてまず素粒子標準模型について述べ, 次にこの模型の枠組みでは説明すること

ができない 3つの問題を記す. そして最後に本研究の目的と概要について述べる.

1.1 素粒子標準模型

素粒子標準模型 [1]は物質を構成する最も基本的な粒子と, その間に働く重力相互作用を除く相互作

用について記述する模型である. 素粒子間に働く相互作用には強い相互作用, 弱い相互作用, 電磁相互

作用があり, それらはゲージ対称性を表す群 SU(3)C × SU(2)L × U(1)Y により記述される. また, 湯

川相互作用はスカラー場-左巻きフェルミオン場-右巻きフェルミオン場の 3点相互作用である. この節

では, 素粒子標準模型について説明する.

標準模型において記述される場とそれらのスピン, SU(3)C , SU(2)L, U(1)Y のゲージチャージを表

1.1に示す. 表 1.1において添字 Aは SU(3)C のカラーチャージであるレッド, ブルー, グリーンを表

し, 添字 α = 1, 2, 3は世代を表す. また添字 L,Rはそれぞれ左巻き, 右巻きを表す. これらはガンマ行

列 γ5 を作用させて, その固有値で区別できる. カイラル表示の γ5 をとると, その固有値が −1の状態

を左巻き, +1の状態を右巻きという.

γ5ψL = −ψL, γ5ψR = +ψR. (1.1)

ここで ψL が左手型場, ψR が右手型場を表す. またこれらの状態は以下の射影演算子 PL, PR を場 ψ

に作用させることでも区別される.

PL =
1− γ5

2
, PR =

1 + γ5

2
. (1.2)

表 1.1での添字 µ = 0, 1, 2, 3はローレンツ対称性に対する添字である. SU(3)C , SU(2)L, U(1)Y のそ

れぞれのゲージ場を Ga
µ(a = 1, ·, 8), Ap

µ(p = 1, 2, 3), Bµ で表す.

標準模型のラグランジアンはゲージ固定項を無視すると, 以下のように与えられる.

LSM = LF + LH + LY + LG, (1.3)
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場 スピン SU(3)C SU(2)L U(1)Y

QA
Lα =

(
uALα

dALα

)
1
2 3 2 1

6

uARα
1
2 3 1 2

3

dARα
1
2 3 1 −1

3

LLα =

(
νLα

eLα

)
1
2 1 2 −1

2

eRα
1
2 1 1 −1

Φ =

(
ϕ+

ϕ0

)
　 0 1 2 1

2

Ga
µ 1 8 1 0

Ap
µ 1 1 3 0

Bµ 1 1 1 0

表 1.1 標準模型に現れる場のスピンとゲージチャージ

フェルミオン場 : LF =
∑

ψα[iDµγ
µ]ψα, ψα = {QL, uR, dR, LL, eR}α, (1.4)

ヒッグス場 : LH = (DµΦ)
†(DµΦ) + µ2Φ†Φ− λ

2
(Φ†Φ)2, (1.5)

湯川相互作用 : LY = −F (d)
αβ QLαΦdRβ − F

(u)
αβ QLαΦ̃uRβ − F (e)

α LLαΦeRα + h.c.,　 (1.6)

ゲージ場 : LG = −1

4
(Ga

µν)
2 − 1

4
(F p

µν)
2 − 1

4
(Aµν)

2. (1.7)

ここで Φ̃ ≡ iσ2Φ
∗ であり, σ2 は虚数単位を含むパウリ行列である. また, F

(i)
αβ (i = d, u), F

(e)
α は湯川

結合定数である. 荷電レプトンに対する湯川結合定数 F
(e)
α は対角化された基底をとる. 式 (1.4), (1.5)

における Dµ は共変微分と呼ばれ, SU(3)C , SU(2)L, U(1)Y のゲージ場を考慮すると次式で与えら

れる.

Dµ = ∂µ − ig3T̂3G
α
µ − ig2T̂2A

p
µ − ig1Y Bµ. (1.8)

g3, g2, g1 はそれぞれ SU(3)C , SU(2)L, U(1)Y のゲージ結合定数であり, T̂3, T̂2 はそれぞれ SU(3)C ,

SU(2)L の生成子である. Y はハイパーチャージを表す.

また, Ga
µν , F

p
µν , Aµν は SU(3)C , SU(2)L, U(1)Y のそれぞれのゲージ場の強さを表し, 以下のよう

に表される.

Ga
µν = ∂µG

a
ν − ∂νG

a
µ + g3fabcG

b
µG

c
ν , (1.9)

F p
µν = ∂µA

p
ν − ∂νA

p
µ + g2εpqrA

q
µA

r
ν , (1.10)

Aµν = ∂µBν − ∂νBµ. (1.11)

fabc, εpqr は構造定数と呼ばれ εは 3階完全反対称テンソルであり, f は次のように与えられる.

fabc = −2iTr([T̂a, T̂b]T̂c). (1.12)
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1.2 標準模型を超える物理

2012年のヒッグス粒子発見 [2]により, 標準模型で予言される粒子は全て実験によって発見された.

また標準模型は, 過去行われた高エネルギー実験の結果を精度良く説明できる成功した模型であった.

しかし, 実験精度または観測技術の向上に伴い, 標準模型では説明できない問題が報告されてきた. 以

下ではその中でもニュートリノ振動, 宇宙暗黒物質, 宇宙バリオン数非対称性について簡単に紹介する.

1.2.1 ニュートリノ振動

ニュートリノ振動とは伝搬するニュートリノが自身の世代を変化させる現象で, 1950年代後半から

1960年代前半にかけてポンテコルボや牧-中川-坂田により提唱された [3, 4]. 実験では, 日本の神岡鉱

山で行われたスーパーカミオカンデ実験にて初めて確認された [5]. 振動確率はニュートリノの質量二

乗差により決定される (A.8). これまでの太陽ニュートリノ, 大気ニュートリノの観測により 2種類の

質量二乗差のスケールが報告されている [6]. これらによりニュートリノには少なくとも縮退していな

い質量をもつ世代が 2つ存在することが要請される. 標準模型ではニュートリノの質量はゼロと見なさ

れており, 他のフェルミオンと異なり左巻きニュートリノ νL のみ模型内に含まれるので, ディラック

質量項を組むことができない. 以上により非常に微小だが有限であるニュートリノ質量を標準模型では

説明することができない. ニュートリノ振動現象の表式は付録にて詳しく述べる.

1.2.2 宇宙暗黒物質

宇宙暗黒物質は宇宙の発展を理解する上においても重要となる物質である. 1930年代にツビッキー

によってその存在が示唆されて以来 [7], 銀河の回転曲線 [8]や重力レンズ [9], 宇宙マイクロ波背景放射

[10]などによりその存在は強く示唆されている. 現在では宇宙のエネルギー組成比の約 27%が暗黒物

質により占められていると考えられている. その正体は未だに解明されていないが, 新種の素粒子と考

える説が有力である. 現在までの観測により暗黒物質候補は以下の性質をもつと考えられている.

• 安定, もしくは少なくても宇宙年齢 138億年よりも長寿命である.

• 電磁相互作用をせず, 相互作用をすると仮定しても弱い相互作用以下の強さである.

• 非バリオン, 非相対論的にふるまう.

標準模型で上記の性質をもつ粒子が存在していないことから, 暗黒物質を説明するためには標準模型に

新粒子を導入する必要がある.

1.2.3 宇宙バリオン数非対称性

素粒子物理学では物質と反物質は対称的に生成される. しかし観測可能な宇宙の範囲ではほとんど

全てが物質で構成されており, 反物質がほとんど存在していないことが知られている. バリオン粒子に

+1, 反バリオン粒子に −1を割り当てるようなバリオン数を定義すると, バリオン数の非対称性は観測

より, 光子の数密度と比較して 10−10 程度であることがわかっている [10]. この観測値はビッグバン元
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素合成の予言と精度よく一致している.

宇宙論より強く支持されているインフレーション理論を仮定すると, 宇宙のインフレーション時期は

真空のエネルギーが支配的であり, それ以前に存在していたバリオン数は希釈されゼロと見なすことが

できる. したがって現在観測されているバリオン数はインフレーション後から元素合成の開始時期まで

に生成されたと考えられる. バリオン数生成が実現するためには以下のサハロフの 3条件が満たされな

ければならない.

• バリオン数が破れる反応が存在する.

• C対称性, CP対称性の両方が破れている.

• 熱平衡状態から離脱している.

ここで C, P は荷電共役とパリティを表す. 標準模型ではこれらの条件は満たされないので, 標準模型

の枠組みでは宇宙バリオン数非対称性は説明することができない.

1.3 本研究の目的と概要

本研究では上記の標準模型を超えた 3 つの問題を説明するために拡張模型 νMSM(Neutrino Min-

imal Standard Model)[11, 12] を考える. この模型は標準模型にマヨラナ質量をもつ 3 つの右巻き

ニュートリノを導入した模型である. この模型において, 仮定としてニュートリノのディラック質量は

マヨラナ質量に比べて非常に小さく, マヨラナ質量は電弱スケール ΛEM = O(100GeV)よりも小さい

とする. ディラック質量とマヨラナ質量間の仮定の下でシーソー機構が働き, 質量固有状態として 3つ

の質量が小さい状態 ν1, ν2, ν3 及び 3つの質量が大きい状態 N1, N2, N3 が現れる. 本論文では, 前者

をアクティブニュートリノ, 後者を重い中性レプトンと呼ぶ. 重い中性レプトンの中で質量が最も小さ

い N1 が暗黒物質候補になり, N2, N3 がニュートリノ振動とバリオン数生成の起源を説明する. 新粒

子である重い中性レプトンはそれらの質量の小ささから直接探索による検証が可能であるが, 未だに発

見されていない.

本研究の目的は, νMSMにおいてニュートリノ振動とバリオン数生成の起源として重要になる重い

中性レプトン N2, N3 を実験的に検証するための理論予言を行うことである. そのために本研究ではレ

プトン普遍性の破れに注目する. レプトン普遍性とは, 標準模型においてレプトンの世代が異なる場合

でもそれらに働く弱い相互作用は全て等しい強さであることを意味する. レプトン普遍性は例として,

荷電中間子が電子やミューオンに崩壊する確率の比を測定することで確認されている. 崩壊率の比をと

ることで中間子の崩壊定数などのハドロン物理の不確定性が相殺されることで, 精度よく理論計算をす

ることができ, 実験的にも精度よく確認することができる. そのため, レプトン普遍性の破れは標準模

型を超える物理を検証する上で非常に役立つ. 本論文では, M+ を荷電中間子, l+α を荷電レプトンとし



11

た場合

RM =
Γ(M+ → e+ν)

Γ(M+ → µ+ν)
, (1.13)

RW
αβ =

Γ(W+ → l+α ν)

Γ(W+ → l+β ν)
, (1.14)

RM
τlα =

Γ(τ+ →M+ν)

Γ(M+ → l+α ν)
, (1.15)

という量を議論する. 標準模型では弱い相互作用の強さがレプトンの世代によって変わらないため,

RM , RW
αβ , R

M
τlα
はそれぞれの崩壊過程に登場する粒子の質量にのみ依存する. 一方 νMSMでは崩壊

過程としてアクティブニュートリノ νi (i = 1, 2, 3)と重い中性レプトン NI (I = 1, 2, 3)が生成される

過程が考えられる. また, レプトンの世代によって弱い相互作用の強さが変化し得るので, レプトン普

遍性の破れが大きくなる可能性がある.

重い中性レプトンは混合を通じて弱い相互作用する. その弱い相互作用の強さを決めるパラメータが

混合成分であり, 直接探索によりそれらの上限がつけられている. また νMSMの枠組みで宇宙バリオ

ン数非対称性を説明するために混合成分に上限がつけられる. 一方で宇宙論やシーソー機構から混合成

分に下限がつけられる. これらをまとめて混合成分の許される領域を示す. そして許されるパラメータ

領域を用いて νMSMにおいて上記のような量を用いてレプトン普遍性の破れを議論し, 現在または将

来の実験精度と比較する.

許されるパラメータ領域をもとに, νMSM におけるK → e+ ν,N とK → μ+ ν,N の崩壊率の比

RK の標準模型からのずれ ∆rK の予言領域を評価する. その結果, 質量が 200MeV および 450MeV

近辺で ∆rK が最大で 10−3 程度となることが判明した. このような大きな ∆rK が予言された理由は,

K → e + N2,3 の崩壊率は混合成分の二乗で抑制されるが, ヘリシティ抑制の効果により N2,3 の質

量と電子質量の二乗比だけ崩壊率が大きくなるためである. CERN での NA62 実験や J-PARC での

TREK/E36 実験は 10−3 の精度での測定が計画されているため, νMSM が予言する∆rK が検証可能

である. さらに, この ∆rK が将来の実験で確認された場合の模型への影響を調べた. その結果, アク

ティブニュートリノの混合行列に含まれるディラック位相およびマヨラナ位相と呼ばれる 2 つの CP

対称性を破る位相が特定の値のみに限定されることを示した.

本研究ではまた, νMSM におけるτ → K + ν,N と K → e+ ν,N の崩壊率の比 RK
τe の標準模型

からのずれ∆rKτe を評価し, その最大値は 10−4 程度であることを示した. 現在の実験での精度が 10−2

程度であるため, 将来実験精度が 100 倍以上向上した場合, 検証が可能となる.

1.4 本論文の構成

本論文の構成は次の通りである. 第 2章では拡張模型 νMSMについて紹介し, ニュートリノ質量を

説明するシーソー機構について述べる. またこの模型における重い中性レプトンの相互作用と役割につ

いて解説する. 第 3章ではニュートリノの湯川結合定数のパラメトリゼーションと構造を述べて,重い

中性レプトンの弱い相互作用の強さを表す混合成分 ΘαI について見ていく. さらに ΘαI に課せられ

る上限と下限についても説明する. 第 4章では間接検証として注目するレプトン普遍性について述べ,

νMSMの枠組みにおけるレプトン普遍性の破れを定量的に議論する. 第 5章に本論文の結論を述べる.
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付録 Aではニュートリノの歴史を簡単に述べた後, 真空中と物質中でのニュートリノ振動の表式を示

す. 付録 Bでは重い中性レプトンのそれぞれの崩壊率と生成率の表式を示す.



13

第 2章

νMSM

2.1 右巻きニュートリノの導入

　ニュートリノ振動, 宇宙暗黒物質, 宇宙バリオン数非対称性の問題を解決するために本研究では素

粒子標準模型の拡張模型として νMSM ( Neutrino Minimal Standard Model )を考える [11, 12]. こ

の模型は, 標準模型にマヨラナ質量をもつ 3つの右巻きニュートリノ νR1, νR2, νR3 をゲージ 1重項と

して導入した模型である. そのラグランジアンは次のように表される.

LνMSM = LSM + νRI i∂µγ
µνRI − FαILαΦ̃νRI −

1

2
(MM )IJνcRIνRJ + h.c.. (2.1)

ここで LSM は標準模型のラグランジアンである. レプトン 2重項 Lα(α = e, µ, τ)とヒッグス 2重項

Φは次のように与えられる.

Lα =

(
νLα

eLα

)
, Φ =

(
ϕ+

ϕ0

)
, Φ̃ = iσ2Φ

∗ =

(
(ϕ0)∗

−ϕ−
)
. (2.2)

ここで (ϕ+)∗ = ϕ− である. ラグランジアンにおける νcR は右巻きニュートリノの荷電共役を表し, 演

算子 C = iγ2γ0 を用いて次のように表される.

νcR = C(νR)
T . (2.3)

また, FαI は湯川結合定数であり, MM はマヨラナ質量行列である. ここでは, 荷電レプトンと右巻き

ニュートリノの質量行列は対角行列とする.

(MM )IJ =MMIδIJ = diag(MM1,MM2,MM3). (2.4)

ここで一般性を失うことなく MM1,2,3 は正の実数とした. ヒッグス場のゼロではない真空期待値,

⟨ϕ0⟩ = v/
√
2 ≃ 174GeV, によりラグランジアンにおけるニュートリノ質量項は次のように与えら

れる.

−Lmass = (MD)αIνLανRI +
1

2
(MM )IJνcRIνRJ + h.c.. (2.5)

ここで (MD)αI = FαIv/
√
2 はディラック質量である. 式 (2.5) を νRνL = νcLν

c
R の関係式を用いて

ニュートリノ質量項を次のように書き直す.

−Lmass =
1

2

(
νL , νcR

)
M̂

(
νcL
νR

)
+ h.c.. (2.6)
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ここで M̂ は 6× 6の質量行列であり, 次式で表される.

M̂ =

(
0 MD

MT
D MM

)
. (2.7)

この質量行列 M̂ は対称行列であることに注意しなければならない.

2.2 シーソー機構とニュートリノの質量固有状態

νMSMでは右巻きニュートリノの存在により, ニュートリノが質量を持つ. また, |MD| ≪ MM の

仮定により, シーソー機構 [13]が働く. ここでは, そのシーソー機構について議論していく.

ニュートリノ質量行列 M̂ が対称行列であるので, M̂ を対角化するには, ユニタリー行列 Û を質量行

列の左右から作用させればよい.

Û†M̂Û∗ = M̂diag. (2.8)

この M̂diag は対角行列である. このとき, ニュートリノ質量固有状態として νi (i = 1, 2, 3) と

NI (I = 1, 2, 3)は次のように与えられる.(
νcL
νR

)
= Û∗

(
νci
NI

)
. (2.9)

νMSMではマヨラナ質量MM とディラック質量MD に次のように仮定されている.

|(MD)αI | ≪MMI < ΛEW ≈ O(100)GeV. (2.10)

ここで ΛEW は電弱エネルギースケールである. これから, |(MD)αI | ≪ MMI を用いて M̂ を近似的

に対角化していく. まずは, ブロック対角化を行う.

Û†
1M̂Û∗

1 =

(
Mν 0
0 MN

)
. (2.11)

ここで行列 Û1 次のように表す.

Û1 =

(
13 Θ

−Θ† 13

)
. (2.12)

ここでの 13 は 3× 3単位行列を表し，Θは 3× 3複素行列を表す. ここでは |ΘαI | ≪ 1と仮定す

る. 行列 Û1 のユニタリー条件は O(Θ)まで成り立つ.

Û1Û
†
1 = Û†

1 Û1 =

(
13 +ΘΘ† 0

0 13 +ΘΘ†

)
= 16 +O(Θ2). (2.13)

16 は 6× 6単位行列である. 式 (2.11)の左辺を行列 Û1 の成分を用いて計算し, その非対角成分はゼ

ロになることから行列 Θはディラック質量MD とマヨラナ質量MM で表される.

Θ ≈MDM
−1
M . (2.14)
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また M̂diag に含まれるMν とMN も次のように表される.

Mν ≈ −MDM
−1
M MT

D , (2.15)

MN ≈MM . (2.16)

MMI は要素が正の実数で対角行列なので, MN はすでに対角化されている. 一方Mν は 3× 3複素

行列であるが, その対角化は成されていない. Mν を対角するためにユニタリー行列 U をその左右から

作用させる.

U†MνU
∗ =Mdiag

ν = diag(m1,m2,m3). (2.17)

この作用させる行列 U はポンテコルボ-牧-中川-坂田 (PMNS)行列と呼ばれる. MN はすでに対角化さ

れているので, ÛT
1 M̂Û1 の左右から 6× 6行列の Û2 を作用する.

Û2 =

(
U 0
0 13

)
. (2.18)

式 (2.8)における対角化された質量行列 M̂† を考えると,

M̂diag = Û†
2 Û

†
1M̂Û∗

1 Û
∗
2 = Û†

2

(
Mν 0
0 MN

)
Û∗
2 =

(
Mdiag

ν 0
0 MN

)
= diag(m1, m2, m3, M1, M2, M3). (2.19)

これにより, ニュートリノ質量行列 M̂ を対角するためのユニタリー行列 Û はユニタリー行列 Û1 と Û2

を用いて表される.

Û = Û1Û2 =

(
U Θ

−Θ∗U 13

)
. (2.20)

このようにして, ニュートリノ質量行列 M̂ を近似的に対角化することができた. この対角化に伴い,

ニュートリノのフレーバー固有状態はユニタリー行列 Û の成分と質量固有状態 νi, NI を用いて以下の

ように表すことができる.

νLα = Uαiνi +ΘαIN
c
I , (2.21)

νcRI = N c
I −Θ∗

αIUαiνi. (2.22)

質量固有状態 νi, NI はそれぞれ質量mi, MNI を持つ. 以後 νi, NI をそれぞれアクティブニュートリ

ノ, 重い中性レプトンと呼ぶことにする. 最初に |(MD)αI | ≪ MMI を仮定したが, これが混合成分の

条件 |ΘαI | ≪ 1を導く. これはアクティブニュートリノ-重い中性レプトンの混合が抑制されているこ

とを意味している.
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2.3 重い中性レプトンの相互作用

この節では, 重い中性レプトンの相互作用について述べる. 重い中性レプトンのラグランジアンは次

式で与えられる.

LNI
=
g2√
2
[W+

µ Θ†
αIN

c
I γ

µPLlα +W−
µ ΘαI lαγ

µPLN
c
I ] (2.23)

+
gZ
2
Zµ[Θ

†
αIUαiN c

I γ
µPLνi + U†

αiΘαIνiγ
µPLN

c
I + |ΘαI |2N c

I γ
µPLN

c
I ]

− FL
α [Θ†

αIN
c
Iϕ

+PRlα +ΘαI lαϕ
−PLN

c
I ]

− FαI [U
†
αiνiϕ

0∗NI +Θ†
αIN

c
Iϕ

0∗NI − |ΘαI |2U†
αiN

c
Iϕ

0∗νci − lαϕ
−PRNI ] + h.c..

ここで第 1, 2段目は NI の弱い相互作用を表す. ニュートリノ混合により NI の弱い相互作用の大きさ

は混合成分 ΘαI によって決定される. 第 3段目において FL
α は標準模型で対角化された荷電レプトン

の湯川結合定数を表す. 第 4段目は νMSMにおいて新たに導入したニュートリノの湯川相互作用項で

ある.

2.4 暗黒物質候補の生成機構

νMSMでは質量が最も小さいN1 を温かい暗黒物質候補 (Warm Dark Matter)とする. この節では,

暗黒物質候補である N1 の生成機構について述べる. まずはニュートリノ振動を用いるドーデルソン・

ウィドロー機構について説明し, 次にレプトン非対称性があるために起きる共鳴を用いるシー・フュー

ラー機構について述べる. また, 現在の観測から与えられる制限について述べ, 最後に N2, N3 の崩壊

によるエントロピー生成について述べる.

2.4.1 ドーデルソン・ウィドロー生成機構

この小節ではドーデルソン・ウィドロー生成機構について説明する [14]. N1 の分布関数 fN と数密

度 nN1 の関係は以下の通りである.

nN1 =
2

(2π)3

∫
d3pf(p). (2.24)

fN に対するボルツマン方程式は以下のように与えられる.[
∂

∂t
− ENH

∂

∂EN

]
fN (EN , t) = Ap +Ad. (2.25)
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ここで, Ap, Ad はそれぞれ N1 を生成させる過程と消滅させる過程に起因する項を表し, その具体形は

次式のようになる.

Ap ≡+
1

2EN

∫
dΠa · · · dΠi · · · (2π)4δ(4)(pN + pa + pb + · · · − pi − pj · · · )|M|2

× [fifj · · · (1± fa) · · · (1± fN )], (2.26)

Ad ≡− 1

2EN

∫
dΠa · · · dΠi · · · (2π)4δ(4)(pN + pa + pb + · · · − pi − pj · · · )|M|2

× [fafb · · · fN (1± fi)(1± fj) · · · ]. (2.27)

初期条件として fN (t = 0) = 0, つまり N1 は初期時刻において存在しないと仮定すると, fN ≪ 1のと

き Ap ≫ Ad であり, 式 (2.25)の右辺は Ap が支配的になる. 以後 Ap ≫ Ad の温度領域を考え, 質量

の小さいニュートリノは熱平衡状態にあるとする. このときの分布関数の時間変化は次のように与えら

れる.

dfN
dt

∼ Γp
νP (ν −→ N1) = Γd

νfνP (ν −→ N1)

=
1

2
sin2 2θMΓd

νfν . (2.28)

ここで, Γp
ν ,Γ

d
ν はそれぞれアクティブニュートリノの生成率と崩壊率であり, fν はアクティブニュート

リノの分布関数である. 最初の等号ではアクティブニュートリノが熱平衡状態にあるためにその分布関

数の時間変化は無視できると仮定している. また, 2番目の等号において物質中のニュートリノ振動を

考慮し, P (ν −→ N1) = sin2 2θM/2を用いている. θM は物質中における N1 の振動角を表す. これら

より分布関数 fN のボルツマン方程式は次のように書き直せる.[
∂

∂t
− ENH

∂

∂EN

]
fN =

[
1

2
sin2 2θMΓd

ν

]
fν . (2.29)

ここでは, 崩壊率として Γd
ν ≃ 7πG2

FT
4Eν を用いる. GF = 1.17×10−5GeV−2はフェルミ定数である.

r ≡ nN/nν とし内部自由度がスケール因子 R に依らないと仮定すると, fN のボルツマン方程式は

次のように書き直せる.

dr

d lnR
=

γ

H
(2.30)

γ =
1

nν

∫
d3p

(2π)3
sin2 2θMΓd

νfν . (2.31)

γ/H は N1 の生成率を表す.

図 2.1, 2.2により N1 は宇宙温度が 130MeV程度の時に最も有効に生成される. fN のボルツマン方

程式を解くと,

fN = 1.8

(
MD

1eV

)2(
1keV

MN

)
fν . (2.32)

これより, fN は fν と定数倍だけ違うが同じ運動量の依存性も持つことがわかる. またアクティブ
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ニュートリノは熱平衡にあるので, フェルミ-ディラック統計の分布に従う.

nN = 1.8

(
MD

1eV

)2(
1keV

MN

)
nν

= 0.3

(
MD

1eV

)2(
1keV

MN

)
T 3. (2.33)

ここで熱平衡状態におけるアクティブニュートリノの数密度

nν =
3ζ(3)

2π2
T 3, (2.34)

を用いた. 式 (2.33)の両辺をエントロピー密度

s =
2π2

45
g∗s(T )T

3 (2.35)

で割ると，

nN
s

= 0.07

(
MD

1eV

)2(
1keV

MN

)
=
nN (T0)

s(T0)
. (2.36)

ここで, 内部自由度 g∗s = 10.8である. これにより, ΩNh
2 は次のように評価される.

ΩNh
2 =

ρN (T0)

ρcr/h2
=
MNnN (T0)/s(T0)

ρcr/(s(T0)h2)
(2.37)

= 17

(
MD

1eV

)2

≈ 0.11. (2.38)

これより ΩN は暗黒物質の質量に依らず, ニュートリノディラック質量 MD により決定される.

このディラック質量はニュートリノの湯川結合定数 FαI によって決められる. ディラック質量

MD ≈ 0.08eVの場合, 湯川結合定数は Fα1 = 3.3× 10−13 と求まる.



19

2.4.2 シー・フューラー生成機構

ここの小節ではもう 1つの生成機構であるシー・フューラー機構について説明する [15]. この機構で

は先在するレプトン数の非対称性で生じる共鳴により N1 の生成は増強される.

この生成機構は密度行列により定量化される. ニュートリノの遷移は４元ベクトル (P0,P )によって

記述される. P0,P は密度行列によって表される.

ρν =

(
ρii ρiN
ρNi ρNN

)
=
P01+ P · σ⃗

2
. (2.39)

σ⃗ はパウリ行列である. 添字 i,N はそれぞれアクティブニュートリノと N1 を表す. これらの数密度は

次にように表される.

ni =
P0 + Pz

2
, nN =

P0 − Pz

2
. (2.40)

P0 と P の発展は以下の微分方程式によって与えられる.

Ṗ0 =
∑

νβ ;β ̸=α

⟨Γ(νανα → ee)⟩(nenē − nνα
nν̄α

), (2.41)

Ṗ = V × P + Ṗ0ẑ −DP⊥. (2.42)

ここで P⊥ = pxx̂+ py ŷ である. D 項は混合状態をフレーバー固有状態へ変化させ振動を抑制するよ

うに働く. 数値的に D = O(1)G2
FT

5 である. V は振動の有効ポテンシャルであり, その成分は以下の

ようになる.

Vx =
δm2

2E
sin 2θ, Vy = 0,

Vz = −δm
2

2E
cos 2θ + V L

α + V T
α , (2.43)

δm2 ≡M2
1 −m2

να
≈M2

1 . (2.44)

ここで θ は真空の混合角であり, E はエネルギーである. 有効ポテンシャル V L
α は次のように与えられ

る [16].

V L
α ≈ 0.35GFT

3

[
L0 + 2Lνα +

∑
β ̸=α

Lνβ

]
. (2.45)

ここで L0 はバリオン非対称性と電子-反電子の非対称性からの寄与を表し, オーダーとして ∼ 10−10

である. また, Lνβ
はフレーバーが β ̸= αである軽いニュートリノにおける非対称性でを与える. 以降

では簡単のために L ≡ 2Lνα +
∑

α ̸=β Lνβ
とする. 熱的ニュートリノバックグラウンドからの寄与は

V T
α ∼ −102G2

FET
4 で与えられる [16].

ゼロではないレプトン非対称性のため軽いニュートリノと重いニュートリノ間の振動で共鳴が起き

る. このときの温度 Tres は次で与えられる.

Tres ≈ 9

(
M1

100eV

) 1
2
(

L
0.1

)− 1
4

ϵ−
1
4MeV. (2.46)
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ここで ϵ ≡ E/T である. T ∼ Tres のとき, V T
α は無視できる.

次式は共鳴エネルギー ϵres における断熱条件である.

V 2
x |
dϵres
dVz

||dϵres
dt

|−1 > 1. (2.47)

ここで, |Vx|は遷移率であり |Vx(dϵres/dVz)|は共鳴のエネルギー幅を表す. また, |dϵres/dt|は共鳴エ
ネルギーがニュートリノのスペクトラムを横切る速さである. 式 (2.44)により

|Vx
dϵres
dVz

| ≈ ϵres sin 2θ. (2.48)

また式 (2.46)により,

dϵres
dt

≈ ϵres

[
4H − dL/dt

L

]
. (2.49)

ここで H ≈ 5.5T 2/mpl であり, H, mpl はそれぞれハッブル膨張率とプランク質量である. したがっ

て, 断熱条件は以下のように書き換えられる.

４× 109
(

M1

100eV

) 1
2
(

L
0.1

) 3
4

ϵ
− 1

4
res × sin2 2θ

[
1

1− (dL/dt)/4HL

]
> 1. (2.50)

断熱共鳴を通してニュートリノが発展すると仮定すると,

dL
dt

= f(ϵres)
dϵres
dt

= f(ϵres)ϵres

[
4H − 1

L
.
dL
dt

]
(2.51)

ここで f(ϵres) はアクティブニュートリノの分布関数である. それゆえ, L の初期値を Linit で表すと

L = Linit −
∫ ϵres
0

f(ϵ)dϵ である. 結果として |(dL/dt)/L| ≤ H は |L| ≪ |L|init でない限り常に成り立
つ. これは軽いニュートリノと重いニュートリノの真空における混合角があまり小さくなければ断熱条

件 (2.50)は成り立つ. 共鳴変換過程の後では L ∼ 0である. このとき, να − να における非対称性の全

変化分は ∆Lνα ≈ Linit/2である. この変化分は完全にアクティブニュートリノから N1 への遷移によ

るもので, 生成された N1 の数密度はアクティブニュートリノの数密度 F を用いて表される.

F ≈ 4

3
∆Lνα . (2.52)

これより N1 のエネルギー組成比 ΩN1 は以下のように与えられる.

ΩN1 ≈ F

(
M1

91.5h2eV

)
≈
(

M1

343eV

)(
h

0.5

)−2

×
(
2Lνα

+
∑

β ̸=α Lνα

0.1

)
. (2.53)

ここで全てのニュートリノ非対称性はその初期値と等しいと仮定した.
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2.4.3 N1 に対する制限

暗黒物質候補である N1 は, 軽いニュートリノと X線に 2体崩壊することができる. それぞれの銀河

において X線の観測を行うことで, N1 の質量に対する混合成分に制限がつけられている [17]. 具体的

に, 質量 O(10keV)の N1 の混合成分に対して O(10−11)の上限がつけられている. その他の制限とし

てフェルミオンの暗黒物質候補ということで質量下限が与えられている [18]. さらに宇宙の構造形成に

より制限が付けられている [19]。この制限により N1 の質量は 8keVよりも大きくなければならない。

2.4.4 N2, N3 の崩壊によるエントロピー生成

ここでは N2, N3 が相対論的粒子に崩壊することで, 宇宙のエントロピーが新たに生成され得ること

を示す [20]. 特に多くのエントロピー生成が期待できる場合を考える. 宇宙の熱史において, N2,3 の反

応率 Γがハッブル定数 H よりも大きいときには N2,3 は熱平衡状態にある. Γ ∼ H となると, N2,3 は

熱浴から脱結合しその数量は変化しなくなる. N2,3 が相対論的に振る舞う場合は, それらのエネルギー

密度は宇宙の膨張に伴いスケール因子の −4乗で発展していく. その後非相対論的に振る舞い N2,3 の

寿命が十分長いならば, それらのエネルギー密度が放射のエネルギー密度を上回り, 宇宙のエネルギー

密度において支配的になる. この期間に相対論的粒子に崩壊することで, N2,3 のエネルギー密度が放射

エネルギー密度に変わる. このとき, 崩壊がない場合と比べて新たにエントロピーが生成される. 崩壊

によりエントロピーが新たに生成された場合の最終的なエントロピーを Sf , 崩壊がない場合のエント

ロピーを Si とすると, それらの比である ∆S の近似式は以下のようになる [21].

∆S =
Sf

Si
∼
[
1 +

(
1.14τN
Mpl

) 2
3
(
⟨g∗⟩ρNi

g∗(Ti)

) 1
3 mYNi

Ti

] 3
4

. (2.54)

ここで Mpl = mpl/
√
8π, Yi = nNi/si, を用いた. s はエントロピー密度である. エントロピーが生

成されると宇宙の温度の発展が変化する. 崩壊が終了したときの温度を TRH とすると, その時点での

ハッブル定数 H は次式で与えられる.

H2 ≃ 8π

3mpl

π2g∗
30

T 4
RH ≃ 1

4
τ−2
N . (2.55)

ここでは放射エネルギーが宇宙をまた支配し始めるので，H ≃ 1/2t−1 を用いた。これより再加熱温度

TRH は次のように決定される。

TRH ≃ 0.55g
− 1

4
∗

(
mpl

τN

) 1
2

(2.56)

N2,3 の可能な崩壊モードを考慮し, 寿命の上限を 0.1秒とした場合の ∆S を図 2.3に示す.赤の実線が

∆S の上限値を表し, 青い点線は寿命の上限を考慮しない場合の ∆S の上限を表す. エントロピー生成

が起きると, それ以前から存在していた粒子の数密度は ∆S だけ希釈される. またアクティブニュート

リノの温度が ∆S
1
3 だけ再加熱されるために, 暗黒物質候補の自由運動スケールはエントロピー生成が

ない場合と比較して, ∆S
1
3 で抑制されている. その結果エントロピー生成がある場合, 宇宙の構造形成

より与えられる暗黒物質の質量下限は ∆S
1
3 だけ緩まる.
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2.5 右巻きニュートリノの振動を通じたバリオン数生成機構

この節では拡張模型 νMSMにおいて採用されている, 右巻きニュートリノの振動を通じたバリオン

数生成機構について説明する [12]. ここでは N2,3 が重要な役割を果たす.

バリオン数生成を実現するためにはサハロフの 3条件を満たさなければならない. νMSMにおいて

新たに導入されたニュートリノの湯川結合定数 FαI のため, これらの条件を満たすことが可能になる.

注目する N2,3 の質量領域では, シーソー機構によりニュートリノの質量を説明する湯川結合定数 FαI

は他のフェルミオンの湯川結合定数に比べて非常に抑制されている. νMSMではニュートリノの湯川

結合定数により混合成分は決まるので, 混合を通じて行う弱い相互作用も抑制される. したがって N2,3

の相互作用が非常に抑制されるため初期宇宙において熱平衡状態から脱結合することができる. またこ

のニュートリノ湯川結合定数に含まれる CP位相により, 宇宙バリオン数非対称性の観測量を説明する

ために必要な CP対称性の破れを実現することができる. この CP対称性の破れにより熱平衡状態から

脱結合している右巻きニュートリノと熱浴中の左巻きニュートリノにそれぞれ反対符号のレプトン数

が蓄えられる. ここでレプトン数はレプトン粒子に +1, 反レプトン粒子に −1を割り当てた数と定義

される. 左巻きニュートリノに蓄えられたレプトン数の一部がスファレロン過程によりバリオン数に転

換され, 現在の観測されているバリオン数非対称性を実現する.

レプトン数の生成は, 右巻きニュートリノの振動が担う. 十分なレプトン数を生成するためには, 振

動を活発にするために N2 と N3 の質量が準縮退することが要求される. 一方で 2つの質量の縮退が強

くなるほど, N2,3 の振動時期が遅くなり生成されるバリオン数が減少してしまうので, 縮退に下限がつ

けられる [22].
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第 3章

混合成分 ΘαI とその制限

この章では, 重い中性レプトン NI の弱い相互作用の大きさを決める重要な量である混合成分 ΘαI

について詳細に見ていく. まずはじめに混合成分 ΘαI を決めている湯川結合定数 FαI のパラメトリ

ゼーションを示す. 次に νMSMにおける混合成分 ΘαI の表式とキャンセレーションが起きる条件に

ついて述べる. ここでキャンセレーションとは混合成分に含まれるパラメータ間にある関係式が成り立

つと混合成分が抑制されて非常に小さな値になることである. 最後に混合成分 ΘαI に対して課せられ

る制限を示す.

3.1 N2 と N3 の湯川結合定数

3.1.1 カサス-イバーラのパラメートリゼーション

重い中性レプトンの相互作用はアクティブニュートリノとの混合成分を通して表される. したがっ

て, 重い中性レプトンにおいてこの混合成分の理解は非常に重要になってくる.

上記したように重い中性レプトン-アクティブニュートリノの混合成分は次のように与えられる.

ΘαI =
(MD)αI
MI

=
vFαI

MI
. (3.1)

vはヒッグスのゼロではない真空期待値であり, v/
√
2 ≃ 174GeVである. この表式の中で, 特にニュー

トリノ湯川結合定数 F の構造の理解が必要である. この節ではニュートリノ湯川結合定数の一般的な

表式 [23]を導出し, νMSMにおける湯川結合定数のパラメータの取り方について説明する.

まずは, シーソー機構により与えられるアクティブニュートリノ質量行列から議論を始める.

Mν = −MDM
−1
M MT

D = −v2FM−1
M FT . (3.2)

PMNS行列 U によるMν の対角化を考えて

U†MνU
∗ = diag(m1 , m2 , m3) ≡ Dν , (3.3)

と定義し, mi ≥ 0と選ぶ. PMNS行列 U は具体的に次のように表される.

U =

 c13c12 c13s12 s13e
−iδ

−c23s12 − s23s13c12e
−iδ c23c12 − s23s13s12e

iδ s23c13
s23s12 − c23s13c12e

iδ −s23c12 − c23s13s12e
iδ c23c13

× diag(e−iη1 , e−iη2 , 1).

(3.4)
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ここで, ”c ” は cos を, ”s ” は sin を表し, c , s に付いている添字 ”12 ”, ”13 ”, ”23 ”はアクティブ

ニュートリノ間の混合角 θ12 , θ13 , θ23 を表す. また, ”δ ”はディラック位相, ”η1 ” , ”η2 ”はマヨラ

ナ位相と呼ばれる複素位相を表すパラメータである.

また重い中性レプトンの質量行列は対角化されているマヨラナ質量行列であり, 次のように定義して

おく.

MN =MM = diag(M1 , M2 , M3) ≡ DN . (3.5)

これにより, Mν を書き直してみると以下のようになる.

Dν = −v2U†FD−1
N FTU∗

= −v2U†FD
− 1

2

N D
− 1

2

N FTU∗. (3.6)

ここでは, 次のような表記をしている.

D−1
N = diag

(
1

M1
,

1

M2
,

1

M3

)
. (3.7)

式 (3.6)両辺の左右から D
− 1

2
ν を掛けると,

1 = −v2D− 1
2

ν U†FD
− 1

2

N D
− 1

2

N FTU∗D
− 1

2
ν

≡ ΩΩT . (3.8)

ここでは Ω ≡ −ivD− 1
2

ν U†FD
− 1

2

N と定義した. 行列 Ωは 3 × 3の直交行列であり, 自由度勘定により

3つの複素パラメータによって記述される. これより, ニュートリノ湯川結合定数は以下のように表さ

れる.

F =
i

v
UD

1
2
ν ΩD

1
2

N . (3.9)

これより, ニュートリノ湯川結合定数は PMNS行列のパラメータ θ12, θ13, θ23, δ, η1, η2 とアクティ

ブニュートリノの質量m1, m2, m3, 重い中性レプトンの質量M1, M2, M3 に加えて任意の 3× 3の直

交行列 Ωの 3つの複素パラメータによって記述される.

3.1.2 νMSMにおける湯川結合定数の構造

νMSMにおいて, 3つの重い中性レプトンの中で最も軽い N1 が宇宙暗黒物質候補となるとき, その

相互作用は標準模型における相互作用に比べて非常に小さくならなければならない. このとき, N1 の

湯川結合定数は N2, N3 のそれと比べてゼロと見なすことが出来る.

Fα1 ∼ 0. (3.10)

本論文では議論を簡単にするために, Fα1 を厳密にゼロとして扱うことにする. このとき, ニュートリ

ノ湯川結合行列 F は次のようになる.

F =

 0 Fe2 Fe3

0 Fµ2 Fµ3

0 Fτ2 Fτ3

 . (3.11)
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以後ニュートリノの湯川結合行列 F を次のように 3× 2行列として扱う.

F =

 Fe2 Fe3

Fµ2 Fµ3

Fτ2 Fτ3

 (I = 2, 3). (3.12)

また Fα1 = 0によりディラック質量 (MD)α1 = Fα1v/
√
2 = 0となり, detM̂ = 0である. したがって,

対角化されたニュートリノ質量行列 M̂diag の行列式 detM̂diag はゼロになる.

det M̂diag = 0. (3.13)

これより, ニュートリノの質量は少なくとも 1つはゼロでなければならない. 重い中性レプトンはシー

ソー機構によりアクティブニュートリノよりも重くなければならないので, 質量がゼロになるのはアク

ティブニュートリノである.

アクティブニュートリノの 3つの質量は, その大小関係が確定されていないために, 順階層性 (NH)

と逆階層性 (IH)の 2つの場合に分けて考えることが出来る.

まず, 順階層性の場合を考える. このとき, アクティブニュートリノの質量の大小関係は以下のよう

になる.

0 = m1 < m2 < m3. (3.14)

以降では重い中性レプトンの質量行列をM ′
N とし次のように 2× 2行列で考える.

M ′
N =

(
M2 0
0 M3

)
. (3.15)

このとき, 対角化されたアクティブニュートリノの質量行列Mdiag
ν は

Mdiag
ν = D′

ν = diag(0 , m2 , m3)

= −v2U†FM
′− 1

2

N M
′− 1

2

N FTU∗

≡ XXT . (3.16)

このとき, X ＝− ivU †FM
′− 1

2

N は 3× 2行列である. 式 (3.16)により行列X は次式のように表される.

X =

 0 0
x21 x22
x31 x32

 . (3.17)

xij は任意の複素パラメータである. 式 (3.16)の両辺に左右から D
′− 1

2
ν を掛けると, 0 0 0

0 1 0
0 0 1

 = −v2D′− 1
2

ν U†FM
′− 1

2

N M
′− 1

2

N FTU∗D
′− 1

2
ν = D

′− 1
2

ν XXTD
′− 1

2
ν

= ΩNHΩ
T
NH. (3.18)

ここで ΩNH = D
′− 1

2
ν X と定義し, その成分を次のように表す.

ΩNH =

 0 0
ω21 ω22

ω31 ω32

 . (3.19)
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湯川結合定数 F について解くと,

F =
i

v
UD

′ 12
ν ΩNHM

′ 12
N . (3.20)

更に,

D
′ 12
ν ΩNH =

 0 0 0
0

√
m2 0

0 0
√
m3

 0 0
ω21 ω22

ω31 ω32


=

 0 0
ω21

√
m2 ω22

√
m2

ω31
√
m3 ω32

√
m3

 . (3.21)

また,

UD
′ 12
ν ΩNH =

 c13c12 c13s12 s13e
−iδ

−c23s12 − s23s13c12e
−iδ c23c12 − s23s13s12e

iδ s23c13
s23s12 − c23s13c12e

iδ −s23c12 − c23s13s12e
iδ c23c13


×

 eiη1 0 0
0 eiη2 0
0 0 1

 0 0
ω21

√
m2 ω22

√
m2

ω31
√
m3 ω32

√
m3

 (3.22)

より, 湯川結合定数 F はマヨラナ位相 η1 = 0, η2 = η とする.

これより直交行列 ΩNH について更に詳細に調べる. 新たに ΩNH の 2, 3行を 2× 2行列Ω̃NH として

定義すると,

Ω̃NH =

(
ω21 ω22

ω31 ω32

)
. (3.23)

式 (3.18)により Ω̃NH も直交行列なので,

1 = Ω̃NHΩ̃
T
NH

=

(
ω2
21 + ω2

22 ω21ω31 + ω22ω32

ω21ω31 + ω22ω32 ω2
31 + ω2

32

)
. (3.24)

Ω̃NH を以下のように表す.

Ω̃NH =

(
cosω − sinω
ξ sinω ξ cosω

)
. (3.25)

ここで, ω は複素パラメータであり, ξ は符号パラメータである. ω の実部, 虚部を顕に書くと,

Ω̃NH =

(
cos (Reω) − sin (Reω)
ξ sin (Reω) ξ cos (Reω)

)(
cosh (Imω) −i sinh (Imω)
i sinh (Imω) cosh (Imω)

)
. (3.26)

以上により, ΩNH は次の形になる.

ΩNH =

 0 0
cosω − sinω
ξ sinω ξ cosω

 . (3.27)
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よって順階層性の場合,湯川結合定数 F が依存するパラメータはアクティブニュートリノ質量m2 , m3

, 混合角 θ12 , θ13 , θ23, 位相パラメータ δ , η, 重い中性レプトン質量M2 , M3, 複素パラメータ ω,

符号パラメータ ξ である.

次に逆階層性の場合について議論する. このとき, アクティブニュートリノの質量の大小関係は以下

のようになる.

0 = m3 < m1 < m2. (3.28)

アクティブニュートリノの質量行列の対角化を考えると,

Mdiag
ν = D′′

ν = diag(m1 , m2 , 0)

= −v2U†FM
′− 1

2

N M
′− 1

2

N FTU∗

= Y Y T . (3.29)

ここで Y ≡ −ivU†FM
′− 1

2

N と定義し, その成分を次のように表す.

Y =

 y11 y12
y21 y22
0 0

 . (3.30)

yij 任意の複素パラメータである. D
′′− 1

2
ν を式 (3.29)の両辺に左右から掛けると, 1 0 0
0 1 0
0 0 0

 = D
′′− 1

2
ν Y Y TD

′′− 1
2

ν

= ΩIHΩ
T
IH (3.31)

このとき ΩIH ≡ D
′′− 1

2
ν Y と定義し, ΩIH について書き下すと次のようになる.

ΩIH = D
′′− 1

2
ν Y = −ivD′′− 1

2
ν U†FM

′− 1
2

N

=


1√
m1

0 0

0 1√
m2

0

0 0 0


 y11 y12

y21 y22
0 0


=

 ω′
11 ω′

12

ω′
21 ω′

22

0 0

 . (3.32)

湯川結合定数 F について解くと, F = i
vUD

′′ 12
ν ΩM

′ 12
N となる. また,

D
′′ 12
ν Ω =

 √
m1 0 0
0

√
m2 0

0 0 0

 ω′
11 ω′

12

ω′
21 ω′

22

0 0


=

 ω′
11

√
m1 ω′

12

√
m1

ω′
21

√
m2 ω′

22

√
m2

0 0

 . (3.33)
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更に, U のマヨラナ位相の取り方をこれまでのものと変えることで,

UD
′′ 12
ν ΩIH =

 c13c12 c13s12 s13e
−iδ

−c23s12 − s23s13c12e
−iδ c23c12 − s23s13s12e

iδ s23c13
s23s12 − c23s13c12e

iδ −s23c12 − c23s13s12e
iδ c23c13


×

 1 0 0
0 eiη2 0
0 0 eiη1

 ω′
11

√
m1 ω′

12

√
m1

ω′
21

√
m2 ω′

22

√
m2

0 0

 , (3.34)

から逆階層性においても η1 = 0, η2 = η とする. したがって, 順階層性の場合と同様,

U =

 c13c12 c13s12 s13e
−iδ

−c23s12 − s23s13c12e
−iδ c23c12 − s23s13s12e

iδ s23c13
s23s12 − c23s13c12e

iδ −s23c12 − c23s13s12e
iδ c23c13

  1 0 0
0 eiη 0
0 0 1

 , (3.35)

と表記し取り扱う.

さて, 直交行列 ΩIH の詳細について調べるために, 新たに ΩIH の 1, 2行を 2 × 2行列Ω̃IH として定

義する.

Ω̃ =

(
ω′
11 ω′

12

ω′
21 ω′

22

)
. (3.36)

このとき順階層性の場合と同様, Ω̃IH は次のように表される.

Ω̃IH =

(
cosω − sinω
ξ sinω ξ cosω

)
. (3.37)

以上によって, 逆階層性の場合の ΩIH は以下のようになる.

ΩIH =

 cosω − sinω
ξ sinω ξ cosω

0 0

 . (3.38)

3.1.3 N2,3 の相互作用を決定するパラメータ

ここでは N2,3 の相互作用を決定するパラメータについて見る. 湯川結合定数 FαI には 13個のパラ

メータが存在し, そのうち 6個が観測から決まるパラメータであり, その他 7個が自由パラメータであ

る. その中に N2,3 の質量M2, M3 がある. この 13個のパラメータで N2,3 の相互作用を決定する.

観測から決まるパラメータはアクティブニュートリノの混合角である θ12, θ13, θ23 とその質量の

m1, m2, m3 である. また, 自由なパラメータはディラック位相 δ, マヨラナ位相 η, 符号パラメータ ξ,

複素パラメータ ω における Reω, Imω, N2,3 の質量M2, M3 である. Imω は次のように Xω に書き直

して用いる.

Xω = exp[Imω] (Xω ≥ 1). (3.39)
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3.2 νMSMにおける混合成分 |ΘαI |2(α = e, µ, τ ; I = 2, 3)

3.2.1 混合成分 |ΘαI |2 の展開

混合成分 |ΘαI |2 は X2
ω, X

0
ω, X

−2
ω の項に分割できることが知られている [24]. NHの場合で O(X2

ω)

における |ΘαI |2 は以下のように表される.

|ΘαI |2 |X2
ω
=
X2

ωm3

4MI
Aα, (3.40)

Ae =cos2 θ13
[
tan2 θ13 + 2r23ξ sin(δ + η) sin θ12 tan θ13 + r223 sin

2 θ12
]
, (3.41)

Aµ =cos2 θ13 sin
2 θ23 + r23ξ

[
cos θ12 cos θ13 sin 2θ23 sin η − sin θ12 sin 2θ13 sin

2 θ23 sin(δ + η)
]

(3.42)

+ r223
[
cos2 θ12 cos

2 θ23 + sin2 θ12 sin
2 θ13 sin

2 θ23 −
1

2
sin 2θ12 sin 2θ23 sin θ13 cos δ

]
,

Aτ =cos2 θ13 cos
2 θ23 − r23ξ

[
cos θ12 cos θ13 sin 2θ23 sin η + sin θ12 sin 2θ13 cos

2 θ23 sin(δ + η)
]

(3.43)

+ r223
[
cos2 θ12 sin

2 θ23 + sin2 θ12 sin
2 θ13 cos

2 θ23 +
1

2
sin 2θ12 sin 2θ23 sin θ13 cos δ

]
.

ここで r23 ≡ (m2/m3)
1/2 である. マヨラナ位相 δ, η を変化させて Aα/Aβ(α ̸= β)の等高線を図 3.1

～3.6に示す. ここでアクティブニュートリノの混合角 θ12, θ13, θ23 と質量二乗差 ∆m2
21,∆m

2
31 の観測

値はフォレロらの解析 [6]の中心値を用いた. Aµ/Ae の等高線は 0から 150までの線を 1.5数値が変

化するごとに示し, ξ = 1の場合は η = π/2, δ = π の点で最大値となり, ξ = −1の場合は η = 3π/2,

δ = π の点で最大値となる. Aτ/Aµ の等高線は 0 から 3.5 までの線を 0.05 数値が変化するごとに示

し, ξ = 1の場合は η = 3π/2, δ = π の点で最大値となり, ξ = −1の場合は η = π/2, δ = π の点で最

大値となる. Aτ/Ae の等高線は 0から 130までの線を 1数値が変化するごとに示し, ξ = 1の場合は

η = 3π/2, δ = 0, 2π の点で最大値となり, ξ = −1の場合は η = π/2, δ = 0, 2π の点で最大値となる.

一方, IHの場合は以下のように表される.

|ΘαI |2 |X2
ω
=
X2

ωm2

4MI
Bα, (3.44)

Be =cos2 θ12 cos
2 θ13

[
tan2 θ12 − 2r12ξ sin η tan θ12 + r212

]
, (3.45)

Bµ =cos2 θ12 cos
2 θ23 + sin2 θ12 sin

2 θ13 sin
2 θ23 −

1

2
sin 2θ12 sin 2θ23 sin θ13 cos δ (3.46)

+ r12ξ
[
(cos 2θ12 cos δ sin η − sin δ cos η) sin 2θ23 sin θ13

+ sin 2θ12(cos
2 θ13 sin

2 θ23 + cos 2θ23) sin η
]

(3.47)

+ r212
[
sin2 θ12 cos

2 θ23 + cos2 θ12 sin
2 θ13 sin

2 θ23 +
1

2
sin 2θ12 sin 2θ23 sin θ13

]
,

Bτ =cos2 θ12 sin
2 θ23 + sin2 θ12 sin

2 θ13 cos
2 θ23 +

1

2
sin 2θ12 sin 2θ23 sin θ13 cos δ (3.48)

+ r12ξ
[
(− cos 2θ12 cos δ sin η + sin δ cos η) sin 2θ23 sin θ13

+ sin 2θ12(cos
2 θ13 cos

2 θ23 − cos 2θ23) sin η
]

(3.49)

+ r212
[
sin2 θ12 sin

2 θ23 + cos2 θ12 sin
2 θ13 cos

2 θ23 −
1

2
sin 2θ12 sin 2θ23 sin θ13

]
.
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図 3.1 ξ = 1の場合の Aµ/Ae の等高線
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図 3.2 ξ = −1の場合の Aµ/Ae の等高線
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図 3.3 ξ = 1の場合の Aτ/Aµ の等高線
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図 3.4 ξ = −1の場合の Aτ/Aµ の等高線

ここで r12 ≡ (m1/m2)
1/2 である. マヨラナ位相 δ, η を変化させて Bα/Bβ(α ̸= β)の等高線を図 3.7

～3.12 に示す. Bµ/Be の等高線は 0 から 15 までの線を 0.1 数値が変化するごとに示し, ξ = 1 の場

合は η = π/2, δ = π の点で最大値となり, ξ = −1 の場合は η = 3π/2, δ = π の点で最大値となる.

Bτ/Bµ の等高線は 0から 10870までの線を 2数値が変化するごとに示し, ξ = 1の場合は η = 3π/2,

δ = 0, 2π の点で最大値となり, ξ = −1の場合は η = π/2, δ = 0, 2π の点で最大値となる. Bτ/Be の

等高線は 0から 24までの線を 0.3数値が変化するごとに示し, ξ = 1の場合は η = π/2, δ = 0, 2π の

点で最大値となり, ξ = −1の場合は η = 3π/2, δ = 0, 2π の点で最大値となる.
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図 3.5 ξ = 1の場合の Aτ/Ae の等高線

 0  1  2  3  4  5  6
 0

 1

 2

 3

 4

 5

 6

Aτ/Ae
ξ=-1

η

δ

Aτ/Ae

図 3.6 ξ = −1の場合の Aτ/Ae の等高線
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図 3.7 ξ = 1の場合の Bµ/Be の等高線
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図 3.8 ξ = −1の場合の Bµ/Be の等高線

3.2.2 混合成分 |ΘαI |2 におけるキャンセレーション

順階層性と逆階層性のそれぞれにおいて混合成分 |ΘαI |2 に対して Xω ≫ 1 の領域でキャンセレー

ションが起き得ることが報告されている [24, 25]. 順階層性では混合成分 |ΘeI |2 にキャンセレーション
が起きる可能性がある. その相殺条件は, 以下のようになる.

ξ sin(δ + η) = −1, (3.50)

tan θ13 = rc sin θ12. (3.51)
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図 3.9 ξ = 1の場合の Bτ/Bµ の等高線
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図 3.10 ξ = −1の場合の Bτ/Bµ の等高線
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図 3.11 ξ = 1の場合の Bτ/Be の等高線
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図 3.12 ξ = −1の場合の Bτ/Be の等高線

ここで rc = (m2/m3)
1/2 である. 一方逆階層性では混合成分 |ΘµI |2, |ΘτI |2 にキャンセレーション

が起きる可能性がある. このとき相殺条件が複雑になるため δ = 0, η = 3π/2, ξ = 1 と固定すると,

|ΘµI |2 に対する相殺条件は次のようになる.

r′c − tan θ12
r′c tan θ12 + 1

= sin θ13 tan θ23. (3.52)

ここで r′c = (m2/m1)
1/2 である. また, |ΘτI |2 に対する相殺条件は次のようになる.

r′c − tan θ12
r′c tan θ12 + 1

=
sin θ13
tan θ23

. (3.53)
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フォレロらの解析 [6]の中心値を用いると, 上記の相殺条件が満たされずキャンセレーションは実現し

ないことが確認される. しかし, 3σ の領域では IHにおける |ΘµI |2 と |ΘτI |2 の混合成分に対するキャ
ンセレーションが実現する領域が存在する.

3.3 重い中性レプトンの直接探索とその制限の νMSMにおける再

解釈

この節ではそれぞれの直接探索実験結果を νMSMに適用するための混合成分に対する再解釈表式を

示す. 再解釈表式を示す上で, 重い中性レプトンがマヨラナ粒子であることと, それらの荷電カレント

相互作用だけでなく中性カレント相互作用も考慮した. また重い中性レプトンの対応する崩壊過程を考

慮した.

3.3.1 PS191実験

PS191実験は欧州原子核研究機構（CERN）にて行われたビームダンプ実験である [26]. 重い中性レ

プトンによるイベントは観測されず, その混合成分に上限が与えられた. この実験により与えられた混

合成分の上限の評価では, 質量を持つニュートリノはディラック粒子であり, 荷電カレントの寄与のみ

が考慮された. この節では報告された PS191実験の結果より νMSM の枠組みの中で各質量における

混合成分に対して上限値をつけるための再解釈表式について述べていく. また本研究における解析では

[27]の結果を用いた.

混合成分 |UeUe|の上限
この小節では実験で与えられた混合成分 |UeUe|の上限を再解釈していく. この上限は３つの反応に

より与えられた.

π+ → e+N → e+(e−e+νe),

K+ → e+N → e+(e−e+νe) (3.54)

の反応において再解釈を行うと, 以下のようになる.∑
I=2,3

2|ΘeI |2[a|ΘeI |2 + b(|ΘµI |2 + |ΘτI |2)] < |UeUe|2UB,

a =
1 + 4 sin2 θw + 8 sin4 θw

4
,

b =
1− 4 sin2 θw + 8 sin4 θw

4
.

一方で

K+ → e+N → e+(e−π+), (3.55)

の反応により得られる再解釈された混合成分は以下の通りである.∑
I=2,3

2|ΘeI |2|ΘeI |2 < |UeUe|2UB. (3.56)
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混合成分 |UeUµ|の上限
この小節では混合成分 |UeUµ|の上限に対して再解釈を行っていく. この上限も３つの反応により与

えられた.

π+ → µ+N → µ+(e−e+νe),

K+ → µ+N → µ+(e−e+νe) (3.57)

の反応において再解釈を行うと, 以下のようになる.∑
I=2,3

2|ΘµI |2[a|ΘeI |2 + b(|ΘµI |2 + |ΘτI |2)] < |UeUµ|2UB. (3.58)

また

K+ → e+N → e+(µ−π+), (3.59)

の反応により得られる再解釈された混合成分は以下の通りである.∑
I=2,3

2|ΘeI |2|ΘµI |2 < |UeUµ|2UB. (3.60)

混合成分 |UµUµ|の上限
この小節では混合成分 |UµUµ|の上限に対して再解釈を行っていく. この混合成分の上限は 2つの反

応により与えられた. まず

K+ → µ+N → µ+(µ−e+νe) (3.61)

の反応の再解釈では, 制限される混合成分は以下のようになる.∑
I=2,3

2|ΘµI |2[|ΘeI |2 + |ΘµI |2] < |UµUµ|2UB. (3.62)

次に

K+ → µ+N → µ+(µ−π+), (3.63)

の反応により得られる再解釈された混合成分は以下で与えられる.∑
I=2,3

2|ΘµI |2|ΘµI |2 < |UµUµ|2UB. (3.64)

3.3.2 BNL E949実験

BNL E949実験はアメリカのブルックヘブン国立研究所で行われたピークサーチ実験である [28]. こ

の実験により混合成分 |UµH|2 に上限が与えられた. この上限を νMSMの枠組みで再解釈を行うと, 以

下のようになる. ∑
I=2,3

|ΘµI |2 < |UµH|2UB. (3.65)
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3.3.3 KEK E89, E104実験

これらの実験は高エネルギー加速器研究機構 (KEK)で行われた実験で重い中性レプトンを探索した

ピークサーチ実験である [29]. K+ → µ+N のモードにおいて再解釈された混合成分は以下のように

なる. ∑
I=2,3

|ΘµI |2 < |UµH|2UB. (3.66)

3.3.4 TRIUMF 実験

この実験はカナダのオタワで行われたピークサーチであり, 1992年に実験結果が報告された [30]. こ

こでは混合成分の |Θei|2 に対して上限が与えられた. 実験の上限に対する再解釈表式は以下の通りで

ある. ∑
I=2,3

|ΘeI |2 < |Uei|2UB. (3.67)

3.3.5 PIENU 実験

これは TRIUMF 実験の後継実験である [31]. ここでは混合成分の |Θei|2 に対して上限が与えられ
た. 実験の上限に対する再解釈表式は以下の通りである.∑

I=2,3

|ΘeI |2 < |Uei|2UB. (3.68)

CHARM 1983

この小節では 1983年に発表された実験結果 [32]について再解釈を行っていく. ここでは 2つの実験

が行われた. 1つが beam-dump実験で, もう１つが wide-band実験である. どちらの実験解析も重い

中性レプトンは荷電カレント相互作用のみを通じて崩壊すると仮定している. 2つの実験では混合成分

の上限値は 90%の信頼度で得られた.

まず beam-dump実験について見ていく. この実験は 400GeV の陽子をターゲットに衝突させて F

中間子を生成させ, その崩壊により ντ を生成する. この ντ は主に１つの重い中性レプトンと結合する

と仮定する. つまり実験の解析では |Uτi|2 ≃ 1と見なされている. その後重い中性レプトンが崩壊した

先の e+e−νe のチャンネルのイベントを捉える. このときのイベントの期待数 Ñ は以下のように与え

られる.

Ñ = NFP (F → νi)AP (νi → e+e−νe) (3.69)

ここで NF は F中間子の数, P (F → νi)は F中間子が重い中性レプトンに崩壊する確率, Aは重い中

性レプトンのフラクション, P (νi → e+e−νe)は重い中性レプトンが検出器内で注目するチャンネルに

崩壊する確率である. これより 10 − 250MeV の質量領域において混合成分 |Uei|2 に上限が与えられ
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た. ここで iは重い中性レプトンの添字である. このとき νMSMにおいて制限される混合成分を再解

釈すると以下のようになる.∑
I

2|ΘτI |2[C1|ΘeI |2 + C3(|ΘµI |2 + |ΘτI |2)] < |Uei|2UB (3.70)

C1 =
1 + 4 sin2 θw + 8 sin4 θw

4
,

C3 =
1− 4 sin2 θw + 8 sin4 θw

4
.

次に wide-band実験について見ていく. この実験は 400GeVの陽子をターゲットに衝突させて π, K

間子を生成させ, その崩壊により重い中間子とレプトン (電子またはミューオン)を生成する. その後重

い中性レプトンが崩壊した先の e+e−νe のチャンネルのイベントを捉える. このときのイベントの期待

数 Ñ は以下のように与えられる.

Ñ = [NπP (π → νi)Aπ +NKP (K → νi)AK ]P (νi → e+e−νe)ϵ (3.71)

ここで NM (M = π,K)はそれぞれの中間子の数, P (M → νi)はそれぞれの中間子が重い中性レプト

ンに崩壊する確率, AM は重い中性レプトンのフラクション, ϵは解析に用いられたカット能率である.

これより 10− 490MeVの質量領域において混合成分 |Uei|2 に, また 10− 380MeVの質量に対して混

合成分 |UeiUµi|にそれぞれ上限が与えられた. このとき νMSMにおいて制限される混合成分を再解釈

すると以下のようになる.∑
I

2|ΘeI |2[C1|ΘeI |2 + C3(|ΘµI |2 + |ΘτI |2)] < |Uei|4UB∑
I

2|ΘµI |2[C1|ΘeI |2 + C3(|ΘµI |2 + |ΘτI |2)] < |Uei|2UB |Uµi|2UB (3.72)

CHARM 1986

この小節では 1986 年に発表された実験結果 [33] について再解釈を行っていく. ここでも beam-

dump実験と wide-band実験の 2つの実験が行われた. このとき混合成分の上限値は 90%の信頼度で

得られた. しかし wide-band実験により与えられる混合成分の上限値は他の実験結果に比べ大きいの

で, ここでは beam-dump 実験のみを見ていく. この実験の解析では重い中性レプトンは D中間子に

より生成され，e+e−νe, µ+e−νe, e
+µ−νe, µ

+µ−νµ に荷電カレント相互作用のみを通じて崩壊すると

仮定されている. イベントの期待数 Ñ は以下のようになる.

Ñ = NDP (D → νi)AP (νi → l′+l−νl)ϵ (3.73)

ここで ND は D中間子の数, P (D → νi)は D中間子がレプトン (電子またはミューオン)と重い中性

レプトンに崩壊する確率, Aは重い中性レプトンのフラクション, P (νi → l′+l−νl)は重い中性レプト

ンがレプトン 3体に崩壊する確率, ϵは解析に用いられたカット能率である.

まずは |Uei|2 に対する再解釈について見ていく. D中間子の崩壊より (陽)電子と重い中性レプトン

が生成され, 重い中性レプトンは e+e−νe + h.c., e−µ+νµ + h.c.に崩壊する. h.c.はそれぞれの反応の
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エルミート共役な反応を表す. νMSMにおいて制限される混合成分を再解釈すると以下のようになる.∑
I

2
|ΘeI |2[(C1 + T )|ΘeI |2 + (C3 + T )|ΘµI |2 + C3|ΘτI |2]

K
< |Uei|4UB (3.74)

K ≡ 2− 8x2µ + 8x6µ − x8µ − 12x4µ lnx
2
µ

T ≡ 1− 8x2µ + 8x6µ − x8µ − 12x4µ lnx
2
µ

次に |Uµi|2 に対する再解釈について見ていく. D中間子の崩壊より (反)ミューオンと重い中性レプ

トンが生成され, 重い中性レプトンは µ+µ−νµ + h.c., µ−e+νe + h.c.に崩壊する. νMSMにおいて制

限される混合成分を再解釈すると以下のようになる.∑
I

2
|ΘµI |2[(C1δ + 4C2γ + T )|ΘµI |2 + (C3δ + 4C4γ + T )|ΘeI |2 + (C3δ + 4C4γ)|ΘτI |2]

δ + T

< |Uµi|4UB(3.75)

δ ≡ Aµ(1− 14x2µ − 2x4µ − 12x6µ) + 12x4µ(x
4
µ − 1)Lµ,

γ ≡ x2µ(2 + 10x2µ − 12x4µ)Aµ + 6x4µ(1− 2x2µ + 2x4µ)Lµ,

T ≡ 1− 8x2µ + 8x6µ − x8µ − 12x4µ lnx
2
µ,

C1 ≡ 1 + 4 sin2 θw + 8 sin4 θw
4

,

C2 ≡ 1

2
sin2 θw(2 sin

2 θw + 1),

C3 ≡ 1− 4 sin2 θw + 8 sin4 θw
4

,

C4 ≡ 1

2
sin2 θw(2 sin

2 θw − 1),

xi ≡
mi

MI
, Aα ≡

√
1− 4x2α, Lα ≡ ln

(1−Aα)[1− 3x2α − (1− x2α)Aα]

4x4α
(3.76)

CHARM 1995

この小節では 1995年に発表された実験結果 [34]について再解釈を行っていく. この実験の解析でも

重い中性レプトンの崩壊過程は荷電カレント相互作用のみ考慮されている. 重い中性レプトンは中性カ

レント相互作用により生成され, µ+µ−νµ に崩壊すると仮定されている. 実験結果としての混合成分の

上限値は 90%の信頼度で与えられた. 重い中性レプトンのイベントの期待数 Ñ は以下のようになる.

Ñ = NνiP (νi → µ+µ−νµ)ϵ (3.77)

ここで Nνi は重い中性レプトンの数, P (νi → µ+µ−νµ)は重い中性レプトンが µ+µ−νµ に崩壊する確

率, ϵは解析に用いられた識別能率である. νMSMにおいて制限される混合成分を再解釈すると以下の
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ようになる. ∑
I

2
|ΘµI |2[(C1δ + 4C2γ)|ΘµI |2 + (C3δ + 4C4γ)(|ΘeI |2 + |ΘτI |2)]

δ

< |Uµi|4UB (3.78)

δ, γ, Ca(a = 1, 2, 3, 4)は式 (3.76)と同様である.

3.3.6 NuTeV実験

NuTeV 実験はフェルミ国立加速器研究所にて行われた [35]. この実験ではまず 800GeV の陽子を

ターゲットに衝突させ荷電中間子を生成する. 次に中間子の崩壊から重い中性レプトンを生成し, 重い

中性レプトンの崩壊先を検出する. 崩壊先の終状態としてミューオンを伴う µeν, µµν, µπ, µρが現れ

るチャンネルを探索した. 実験解析では荷電カレント相互作用と中性カレント相互作用の両方の寄与

が考慮されており, 質量領域 0.25− 2.0GeVにおいて混合成分 |Uµ|2 の上限値が 90%の信頼度で与え

られている. 重い中性レプトンの質量において解析に含められる崩壊モードが異なる. 以後それぞれ

の質量領域での νMSMにおける混合成分に対する再解釈表式を記す. δ, γ, T , Ca(a = 1, 2, 3, 4)は式

(3.76)と同様である.

・mµ +me < MI < 2mµ

∑
I

2(|ΘeI |2 + |ΘµI |2) < |Uµ|2UB (3.79)

・2mµ < MI < mµ +mπ

∑
I

2
T (|ΘeI |2 + |ΘµI |2) + (C1δ + 4C2γ)|ΘµI |2 + (C3δ + 4C4γ)(|ΘeI |2 + |ΘτI |2)

C1δ + 4C2γ + T

< |Uµ|2UB (3.80)

・mµ +mπ < MI < mµ +mρ

∑
I

2
G2

FM5
I

192π3 (C1δ + 4C2γ + T ) +
G2

FM3
I

16π Pπ

×
[
G2

FM
5
I

192π3

(
T (|ΘeI |2 + |ΘµI |2) + (C1δ + 4C2γ)|ΘµI |2

+ (C3δ + 4C4γ)(|ΘeI |2 + |ΘτI |2)
)

+
G2

FM
3
I

16π
|ΘµI |2Pπ

]
< |Uµ|2UB

(3.81)

Pπ ≡ |Vud|2f2π [(1− x2µ)
2 − x2π(1 + x2µ)]

√
[1− (xπ − xµ)2][1− (xπ + xµ)2] (3.82)



39

・mµ +mρ < MI

∑
I

2
G2

FM5
I

192π3 (C1δ + 4C2γ + T ) +
G2

FM3
I

16π (Pπ + Pρ)
×
[
G2

FM
5
I

192π3

(
T (|ΘeI |2 + |ΘµI |2) + (C1δ + 4C2γ)|ΘµI |2

+ (C3δ + 4C4γ)(|ΘeI |2 + |ΘτI |2)
)

+
G2

FM
3
I

16π
|ΘµI |2(Pπ + Pρ)

]
< |Uµ|2UB

(3.83)

Pρ ≡ |Vud|2f2ρ [(1− x2µ)
2 + x2ρ(1 + x2µ − 2x2ρ)]

√
[1− (xρ − xµ)2][1− (xρ + xµ)2] (3.84)

3.3.7 IHEP-JINR実験

IHEP-JINR実験はロシアの 70GeVのセルプホフ加速器で行われた [36]. この実験では陽子とター

ゲットとの衝突で生成された π, K中間子が崩壊し, レプトン (電子またはミューオン)と重い中性レプ

トンが生成される. さらに重い中性レプトンが e+e−νe に崩壊する. 解析では重い中性レプトンの崩壊

過程では荷電カレント相互作用のみが寄与していると仮定されている. 質量領域 5− 493MeVで |Uei|2

の上限値が, また質量領域 3 − 388MeV で |Uei||Uµi|の上限値が信頼度 90%で得られた. 検出される

重い中性レプトンの期待数 Ñ は以下で与えられる.

Ñ = NprotNMDMBR(M → lνi)×DiBR(νi → e+e−νe)Ωϵ (3.85)

M は π または K中間子を表し, Nprot はターゲットにおける初期イベント数, NM は中間子の数, DM

は中間子が相互作用するまえに崩壊する確率, BR(M → lνi)は中間子がレプトン, 重い中性レプトン

に崩壊する分岐比, Di は重い中性レプトンが検出器内で崩壊する確率, BR(νi → e+e−νe)は重い中性

レプトンが e+e−νe に崩壊する分岐比, Ωは検出器のアクセプタンス, ϵは電磁シャワーに対する再現

能率を表す.

質量領域 5− 493MeVにおける |Uei|2 に対する再解釈表式は以下のようになる.

∑
I

2
|ΘeI |2[|ΘeI |2(C1δ

′ + 4C2γ
′) + (|ΘµI |2 + |ΘτI |2)(C3δ

′ + 4C4γ
′)]

δ′
< |Uei|4UB (3.86)

δ′ ≡ Ae(1− 14x2e − 2x4e − 12x6e) + 12x4e(x
4
e − 1)Le,

γ′ ≡ x2e(2 + 10x2e − 12x4e)Ae + 6x4e(1− 2x2e + 2x4e)Le,

(3.87)

Ca(a = 1, 2, 3, 4)は式 (3.76)と同様である. 一方, 質量領域 3 − 388MeV における |Uei||UµI |に対
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する再解釈表式は以下のようになる.∑
I

2
|ΘµI |2[|ΘeI |2(C1δ

′ + 4C2γ
′) + (|ΘµI |2 + |ΘτI |2)(C3δ

′ + 4C4γ
′)]

δ′

< |Uei|2UB|Uµi|2UB (3.88)

δ′, γ′ は式 (3.87), Ca(a = 1, 2, 3, 4)は式 (3.76)と同様である.

3.3.8 BEBC実験

BEBC 実験は欧州原子核研究機構 (CERN) で行われた [37]. この実験も CHARM 実験や IHEP-

JINR実験と同様, beam-dump実験に分類される. 実験の解析には中性レプトン相互作用の寄与は含

まれておらず, 荷電相互作用のみを考慮している. ここでは質量領域 1 − 1800MeV において混合成分

|Uei|2, |Uµi|2 に対する上限値が信頼度 90%で与えられている. 　まずは |Uei|2 についての再解釈表式
について見ていく. 上限値は (A), (B)の 2種類ある. 上限値 (A)に対しての再解釈表式は以下のよう

になる.∑
I

2|ΘeI |2
G2

FM5
I

192π3 (δ′ + T ) +
G2

FM3
I

16π |ΘeI |2P ′
π

×
[
G2

FM
5
I

192π3

(
|ΘeI |2(C1δ

′ + 4C2γ
′ + T )

+ |ΘµI|2(C3δ
′ + 4C4γ

′ + T ) + |ΘτI |2(C3δ
′ + 4C4γ

′)

)
+
G2

FM
3
I

16π
|ΘeI |2P ′

π

]
< |Uei|4UB

(3.89)

P ′
π ≡ |Vud|2f2π [(1− x2e)

2 − x2π(1 + x2e)]
√

[1− (xπ − xe)2][1− (xπ + xe)2] (3.90)

δ′ と γ′ は式 (3.87), T と Ca(a = 1, 2, 3, 4)は式 (3.76)で与えられる. 一方, 上限値 (B)に対しての再

解釈表式は以下のようになる. 但し, 重い中性レプトンの質量領域によってその崩壊モードが変わる.

・2me < MI < me +mµ

∑
I

2|ΘτI |2
G2

FM5
I

192π3 δ′
×
[
G2

FM
5
I

192π3

(
|ΘeI |2(C1δ

′ + 4C2γ
′)

+ (|ΘµI|2 + |ΘτI |2)(C3δ
′ + 4C4γ

′)

)]
< |Uei|2UB

(3.91)
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・me +mµ < MI < me +mπ

∑
I

2|ΘτI |2
G2

FM5
I

192π3 (δ′ + T )
×
[
G2

FM
5
I

192π3

(
|ΘeI |2(C1δ

′ + 4C2γ
′ + T )

+ |ΘµI|2(C3δ
′ + 4C4γ

′ + T ) + |ΘτI |2(C3δ
′ + 4C4γ

′)

)]
< |Uei|2UB

(3.92)

・me +mπ < MI

∑
I

2|ΘτI |2
G2

FM5
I

192π3 (δ′ + T ) +
G2

FM3
I

16π P ′
π

×
[
G2

FM
5
I

192π3

(
|ΘeI |2(C1δ

′ + 4C2γ
′ + T )

+ |ΘµI|2(C3δ
′ + 4C4γ

′ + T ) + |ΘτI |2(C3δ
′ + 4C4γ

′)

)
+
G2

FM
3
I

16π
|ΘeI |2P ′

π

]
< |Uei|2UB

(3.93)

δ′ と γ′ は式 (3.87), T と Ca(a = 1, 2, 3, 4)は式 (3.76), P ′
π は式 (3.90)で与えられる.

次に |Uµi|2 についての再解釈表式について見ていく. ここでも上限値は (A), (B)の 2種類ある. 上

限値 (A)に対しての再解釈表式は以下のようになる.

∑
I

2|ΘµI |2
G2

FM5
I

192π3 (δ + T ) +
G2

FM3
I

16π Pπ

×
[
G2

FM
5
I

192π3

(
|ΘeI |2(C3δ + 4C4γ + T )

+ |ΘµI|2(C1δ + 4C2γ + T ) + |ΘτI |2(C3δ + 4C4γ)

)
+
G2

FM
3
I

16π
|ΘµI |2Pπ

]
< |Uµi|4UB

(3.94)

δ, γ, T , Ca(a = 1, 2, 3, 4)は式 (3.76)で, Pπ は式 (3.82)で与えられる. 一方, 上限値 (B)に対して

の再解釈表式は以下のようになる.∑
I

2|ΘτI |2(|ΘeI |2 + |ΘµI |2) < |Uµi|2UB (3.95)

3.3.9 LEP実験における DELPHI検出器

DELPHI 検出器は CERN での LEP 実験にて用いられた検出器である [38]. この検出器により,

Z ボソン崩壊により生成される重い中性レプトンが探索された. 探索で用いられた Z の崩壊課程は
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Z → Nνα であり, 混合成分 |ΘαI |2(α = e, µ, τ)について再解釈表式は次のようになる.

2
∑
I

|ΘαI |2 < |U |2UB (3.96)

一方で宇宙バリオン数非対称性を説明するために, 混合成分に上限がつけられる [39].

以上の実験より与えられる混合成分の上限および宇宙バリオン数非対称性を説明するために要請さ

れる混合成分の上限を図 3.13, 3.14に示す.
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これからの直接探索としては CERN にて現在稼働している大型ハドロン衝突型加速器 (LHC)[40],

予定されている FCC-ee[41], SHiP[42]により, 質量が O(1GeV)の重い中性レプトンが検証される.

3.4 宇宙論から与えられる混合成分 Θの下限

この節では, 宇宙論より混合成分に下限が与えられることを示す. 混合成分が小さくなるほど, NI の

相互作用が弱くなっていく. NI の寿命は相互作用の強さの逆数に比例するため, 相互作用が弱くなる

と寿命は非常に長くなる.

現在の宇宙論ではビッグバン理論における元素合成の予言は, 現存する軽元素の観測値を精度良く説

明することができる. NI が十分長寿命である場合, この成功した予言を壊してしまうため, NI の寿命

に上限が与えられる. νµ, ντ と混合しMN > 140MeVの質量をもつ重い中性レプトンの場合, その寿

命の上限値は約 0.1秒である [43, 44]. 本研究では NI の可能な崩壊モードを考慮し, 平均質量MN に

対する N2 と N3 のそれぞれの寿命 τN2 と τN3 の長い方が 0.1秒を下回るという条件, つまり

Max[τN2 , τN3 ] < 0.1sec, (3.97)

を満たすパラメータ領域を示した.

3.5 シーソー機構から与えられる混合成分 Θの下限

この節ではニュートリノ質量を説明するためにシーソー機構を採用した場合, 混合成分に下限が与え

られることを述べる. 混合成分はニュートリノのディラック質量と右巻きニュートリノのマヨラナ質量

の比により与えられる. ニュートリノのディラック質量はニュートリノの湯川結合定数とヒッグス場の

真空期待値の積で与えられる. これよりマヨラナ質量を固定し混合成分を小さくすることは, 湯川結合

定数が小さくなることに対応する. 一方, ニュートリノ質量はディラック質量の二乗をマヨラナ質量で

割ることで与えられる. 湯川結合定数が小さすぎると現在までに報告されているニュートリノの質量二

乗差のスケールを説明することができなくなる. したがって湯川結合定数には下限が与えられ, マヨラ

ナ質量を固定したときその下限は混合成分の下限に書き直される.

|ΘαI |2 >
|FαI |2LBv2

M2
I

. (3.98)

以上で示した混合成分に対する制限をまとめたのが図 3.15, 3.16である. このとき N2 と N3 の質量

は簡略化のため, 縮退しているとして数値計算を行った. 図の縦軸はそれぞれの混合成分の和を表し,

赤色の実線で囲まれている領域が許されている. MN = 270MeVまでの質量が小さい領域はブルック

ヘブン国立研究所で行われた E949実験が最も厳しい上限を与えており, MN =270MeVから 490MeV

までの質量領域は欧州原子核研究機構で行われた PS191実験の制限がもっとも厳しい. それより大き

い質量領域では直接探索から与えられる制限が緩まるため, 許される混合成分の領域は大きくなる. 質

量が 1GeVを超えた領域では, 宇宙バリオン数非対称性を説明するために課せられる制限が最も厳しい

上限を与える. 質量が小さい領域における下限はビッグバン元素合成からの制限より与えられる. 質量

が大きくなると下限はシーソー機構により与えられる. NHの場合ではMN = 900MeV, IHの場合で

はMN = 800MeV程度で厳しい下限を与える制限が移り変わる.
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第 4章

νMSMにおけるレプトン普遍性の破れ

　

4.1 レプトン普遍性

素粒子標準模型では, SU(2)L, U(1)Y のそれぞれのゲージ結合定数 g2, g1 は電子, ミューオン, タウ

オンの全てに対して等しい. このためレプトンに対する弱い相互作用の強さは全て等しくなる. これを

レプトン普遍性という. この章ではレプトン普遍性の破れについて拡張模型 νMSMの枠組みで議論す

る [45]. νMSMにおいて, N2,3 が生成される過程が新たに追加され得る. また混合成分により, 荷電レ

プトンの世代により弱い相互作用強さが変わる. これらにより, レプトン普遍性の破れが大きくなる可

能性がある. このとき, 3.3節で述べた N の直接探索からの混合成分に対する制限, νMSMにおける宇

宙バリオン数非対称性を説明するための制限, 3.4 節で述べた N の寿命が 0.1 秒を超えないという制

限, 3.5節で述べたシーソー機構が与える制限より, レプトン普遍性の破れの許される領域を示す.

4.2 中間子の 2体崩壊におけるレプトン普遍性の破れ

荷電中間子M+ が荷電レプトン l+α とニュートリノ ν に崩壊する確率の比を次式のようにとること

で, レプトン普遍性を議論する [46, 47]. 崩壊率の比を取ることで, 中間子の崩壊定数などのハドロン物

理の不確定性が相殺され, 精度良く理論計算を行うことができる. また分母分子で異なる荷電レプトン

が考慮されているので, レプトン普遍性の破れの指標となる.

RM =
Γ(M+ → l+α ν)

Γ(M+ → l+β ν)
, (M+ = π+,K+, · · · ;α ̸= β). (4.1)

素粒子標準模型からのずれを見やすくするため, 次の量を定義する.

∆rM =
RM

RSM
M

− 1. (4.2)

νMSMにおいて, 中間子M の崩壊からアクティブニュートリノだけでなく, 質量が小さい重い中性
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レプトンも生成される可能性がある. そのため, 式 (4.1)は次のように書き直される.

RM =

∑
i=1,2,3 Γ(M

+ → l+α νi) +
∑

I=1,2,3 Γ(M
+ → l+αNI)∑

i=1,2,3 Γ(M
+ → l+β νi) +

∑
I=1,2,3 Γ(M

+ → l+βNI)
. (4.3)

このとき ∆rM は PMNS行列要素 |Uαi|2 と混合成分 |ΘαI |2 により次のように表される.

∆rM =

∑
i=1,2,3 |Uαi|2 +

∑
I=1,2,3 |ΘαI |2GM

αI∑
i=1,2,3 |Uβi|2 +

∑
I=1,2,3 |ΘβI |2GM

βI

− 1. (4.4)

ここで GM
αI は次のように定義される.

GM
αI ≡

{
rα+rI−(rα−rI)

2

rα(1−rα)2

√
1− 2(rα + rI) + (rα − rI)2) (MI < mM+ −mlα)

0 (mM+ −mlα < MI)
(4.5)

シーソー機構により、アクティブニュートリノと重い中性レプトンの混合成分は次のユニタリティ条件

を満たす. ∑
i=1,2,3

|Uαi|2 +
∑

I=1,2,3

|ΘαI |2 = 1. (4.6)

条件 (4.6)により, 式 (4.4)は次のように書き換えられる.

∆rM =
1 +

∑
I=1,2,3 |ΘαI |2[GM

αI − 1]

1 +
∑

I=1,2,3 |ΘβI |2[GM
βI − 1]

− 1. (4.7)

中間子M から重い中性レプトン NI が生成される過程は, NI の質量により実現する否かが決まる.

それぞれの質量領域により ∆rM の表式が異なってくる. mlα < mIβ と仮定した場合, 各質量領域にお

ける表式を以下で示す.

• MI < mM −mlβ の領域

この質量域では Γ(M+ → l+αNI) ̸= 0, Γ(M+ → l+βNI) ̸= 0であり, lα, lβ を伴う NI の生成が

実現するので, このときの ∆rM の表式は式 (4.7)と同じである.

• mM −mlβ < MI < mM −mlα の領域

この質量域では Γ(M+ → l+αNI) = 0, Γ(M+ → l+βNI) ̸= 0であり, lα を伴う NI の生成過程

のみが実現する. したがって, ∆rM の表式は以下のようになる.

∆rM =
1 +

∑
I=1,2,3 |ΘαI |2[GM

αI − 1]

1−
∑

I=1,2,3 |ΘβI |2
− 1. (4.8)

• mM −mlα < MI の領域

この質量域では Γ(M+ → l+αNI) = 0, Γ(M+ → l+βNI) = 0であり, NI の生成過程が実現しな

い. 寄与するのは, アクティブニュートリノの生成過程のみであるから ∆rM の表式は以下のよ

うになる.

∆rM =
1−

∑
I=1,2,3 |ΘαI |2

1−
∑

I=1,2,3 |ΘβI |2
− 1. (4.9)
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以下では具体的な中間子と荷電レプトンを考慮し, それぞれの ∆rM の許される領域を示す. このと

き, 暗黒物質候補である N1 の許される混合成分 |Θα1|2 は O(10−11)であり, N2 と N3 に対する混合

成分に比べて非常に抑制されているため, ∆rM に対する寄与は無視する. また, M2 =M3 ≡MN と仮

定する. 荷電中間子M+ から重い中性レプトン NI が生成される反応率は式 (B.18)に示す.

4.2.1 ∆rKについて

最初にM+ = K+, l+α = e+, l+β = µ+ の場合を考える.

RK =
Γ(K+ → e+ν)

Γ(K+ → µ+ν)
. (4.10)

標準模型における RK の予言値 [48, 49]と最新の実験値 [50]は次のようになる.

RSM
K = (2.477± 0.001)× 10−5, (4.11)

Rexp
K = (2.488± 0.010)× 10−5. (4.12)

これより Rexp
K は, RSM

K と 1σ レベルで無矛盾である. このとき ∆rK は次のようになる.

∆rK = (4± 4)× 10−3. (4.13)

これから, N2,3 のそれぞれの質量領域に対する ∆rK の表式を示す. また K 中間子が崩壊するときの

GK
αI を図 4.1に図示する.

まずMN < mK −mµ の領域では, ∆rK は次のように与えられる.

∆rK =

∑
I=2,3 |ΘeI |2[GK

eI − 1]−
∑

I=2,3 |ΘµI |2[GK
µI − 1]

1 +
∑

I=2,3 |ΘµI |2[GK
µI − 1]

≃
∑
I=2,3

|ΘeI |2
M2

N

m2
e

(
1− M2

N

m2
K

)2

. (4.14)

最後の近似式の導出においては, |ΘµI |2[GK
µI − 1] ≪ 1, GK

eI ∼ rI(1 − rI)
2/re を考慮した. つまり,

∆rK の大きさは混合成分 |ΘeI |2 とヘリシティ抑制の効果の因子M2
N/m

2
e により決まる. 混合成分の

寄与だけではずれは非常に小さいが, M2
N/m

2
e ∼ O(105)の因子により大きいずれが期待できる. また

mK −mµ < MN < mK −me の領域では, ∆rK は次のようになり, MN < mK −mµ の領域と同様

に振る舞う.

∆rK =

∑
I=2,3 |ΘeI |2[GK

eI − 1] +
∑

I=2,3 |ΘµI |2

1−
∑

I=2,3 |ΘµI |2

≃
∑
I=2,3

|ΘeI |2
M2

N

m2
e

(
1− M2

N

m2
K

)2

. (4.15)

mK −me < MN の領域では, K の崩壊により NI は生成されないので, ∆rK は次のようになる.

∆rK =

∑
I=2,3 |ΘµI |2 −

∑
I=2,3 |ΘeI |2

1−
∑

I=2,3 |ΘµI |2
≃
∑
I=2,3

(|ΘµI |2 − |ΘeI |2). (4.16)
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MN = [0.1− 10]GeVまでの質量領域で ∆rK を図示したものが図 4.4, 4.5である. この解析において

N2, N3 の質量は縮退しているとし, 湯川結合定数の自由なパラメータを変化させて数値計算を行った.

図の赤色の実線に囲まれた領域が許されている予言領域であり, 青色の破線は予定されている実験が到

達する精度を表している [51, 52].

MN = 450MeVまでの領域では Nの直接探索実験である PS191実験と BNL-E949実験からの制限

により, ∆rK の上限が決まっている. MN = 450MeV周辺で∆rK の上限が上がっているのは, この質

量領域より直接探索による混合成分に対する制限が緩まるからである. MN = 500MeV から重い領域

では, 関数 GK
eI による増加効果が消え, 混合成分だけで ∆rK が決まるために値が急激に小さくなって

いる.
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4.2.2 ∆rK が大きい領域における帰結

実験精度が 10−3 まで到達する予定であることから, 予言領域が検証され始めることが分かる. ここ

で ∆rK ≥ 10−3 を満たすパラメータ領域を以下に示す. まずは NHの場合について見ていく. このと

き質量をMN = 175MeVと 455MeVと固定した. δ− η平面を図 4.6, 4.7に示し,Xω − η平面を図 4.8,

4.9に示す. また Xω − δ 平面を図 4.10, 4.11に示す. Reω は 0− 2π の全領域が許される.

MN = 175MeV では, PS191実験や E949実験により混合成分 |ΘeI |2 と |ΘµI |2 が厳しい上限を与
えられる. |ΘµI |2 の近似式

|ΘµI |2 ∼ MeV

MI
×1.23895× 10−8 ×

[
0.509006− 0.0716675 cos[δ] (4.17)

+ 0.992172ξ
{
0.386488 sin[η] + 0.153259(− cos[η] sin[δ] + 0.354 cos[δ] sin[η])

}]
X2

ω,

から, 主に η に制限がつけられて, |ΘeI |2 の近似式

|ΘeI |2 ∼ MeV

MI
× 1.24499× 10−8×(0.0786205 + 0.0718932ξ sin[δ + η])X2

ω, (4.18)

を通して δ も制限されることが分かる.

現在の 3 世代ニュートリノ振動解析 [6] により δ の最良適合値と 1σ における値が報告されている.

この値は現在MINOS実験と T2K実験により与えられている. 最良適合値は NHの場合で 1.34π, IH

の場合で 1.48π である. NHの場合 1σ レベルで値は制限されているが, 2σ, 3σ レベルでは制限されて

いない. 一方 IHの場合は 2σレベルで値は制限されているが, 3σレベルでは制限されていない. ニュー

トリノビーム実験や原子炉ニュートリノ観測実験の相補性より, δ の値は 3σ レベルで制限されると期

待される. 将来 ∆rK が大きさ 10−3 程度で確認され δ の値が精度良く決定されると, マヨラナ位相 η

の許される領域が限定される. マヨラナ位相はアクティブニュートリノがマヨラナ粒子であるとした場
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合にあらわれる位相である. 現在ニュートリノがディラック粒子なのかマヨラナ粒子なのかという問題

は解決されていない. η がゼロでない値に決まると, ニュートリノのマヨラナ性が強く示唆される.
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図 4.6 MN = 175MeVにおける δ − η 平面 図 4.7 MN = 455MeVにおける δ − η 平面
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図 4.8 MN = 175MeVにおける Xω − η 平面 図 4.9 MN = 455MeVにおける Xω − η 平面

次に IH の場合について見ていく。このとき質量をMN = 183MeVと 460MeV と固定した. δ − η

平面を図 4.12, 4.13に示し, Xω − η平面を図 4.14, 4.15に示す. 図 4.13が示すようにMN = 460MeV

では δ, η は制限されない. また Xω − δ 平面を図 4.16, 4.17に示す. Reω は 0− 2π の全領域が許され

る. NHの場合と同様に大きさ 10−3 程度の∆rK が確認されると, δ が測定されるとともに η の領域が
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限定される可能性がある. IHの場合の混合成分 |ΘeI |2, |ΘµI |2 の近似式は次式のようになる.

|ΘeI |2 ∼ MeV

MI
×1.23895× 10−8 × (0.965696− 0.905655ξ sin[η])X2

ω, (4.19)

|ΘµI |2 ∼ MeV

MI
×1.23895× 10−8 ×

[
0.509006− 0.0716675 cos[δ] (4.20)

+ 0.992172ξ
{
0.386488 sin[η] + 0.153259(− cos[η] sin[δ] + 0.354 cos[δ] sin[η])

}]
X2

ω.
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図 4.12 MN = 183MeVにおける δ − η 平面 図 4.13 MN = 460MeVにおける δ − η 平面
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4.2.3 ∆rπについて

次にM+ = π+, l+α = e+, l+β = µ+ の場合を考える.

Rπ =
Γ(π+ → e+ν)

Γ(π+ → µ+ν)
. (4.21)

標準模型における Rπ の予言値 [49]と実験値 [53]は次のようになる.

RSM
π = (1.2352± 0.001)× 10−4, (4.22)

Rexp
π = (1.230± 0.004)× 10−4. (4.23)
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これより ∆rπ は次の値が得られる.

∆rπ = (−4± 3)× 10−3. (4.24)

これから, NI のそれぞれの質量領域に対する∆rπ の表式を示す. π中間子が崩壊するときの Gπ
αI を図

4.2に図示する. νMSMでは, π+ → µ+N2,3 の過程が実現されないため, まずMN < mπ −me の領

域を考える. この質量領域では, π+ → e+N2,3 の過程が実現するので, ∆rπ の表式は次のようになる.

∆rπ =

∑
I=2,3 |ΘeI |2[Gπ

eI − 1] +
∑

I=2,3 |ΘµI |2

1−
∑

I=2,3 |ΘµI |2

≃
∑
I=2,3

|ΘeI |2
M2

N

m2
e

(
1− M2

N

m2
π

)2

. (4.25)

次に mπ −me < MN の領域を考える. この領域では π+ → e+N2,3 の過程も禁止されるため ∆rπ は

∆rK と同様に振る舞う.

∆rπ =

∑
I=2,3 |ΘµI |2 −

∑
I=2,3 |ΘeI |2

1−
∑

I=2,3 |ΘµI |2
≃
∑
I=2,3

(|ΘµI |2 − |ΘeI |2). (4.26)

νMSMにおける許される混合成分 |ΘαI |2 の領域はmπ −me < MN の領域に相当し, ∆rπ の上限は混

合成分の上限より与えられる. MN = [0.1− 10]GeVまでの質量領域で∆rπ を図示したものが図 4.18,

4.19である.

4.2.4 ∆rDsについて

次にM+ = D+
s , l

+
α = τ+, l+β = µ+ の場合を考える.

RDs =
Γ(D+

s → τ+ν)

Γ(D+
s → µ+ν)

. (4.27)
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標準模型における RDs の予言値 [54]と実験値 [53]は次のように与えられている.

RSM
Ds

= 9.76, (4.28)

Rexp
Ds

= (10.0± 0.6). (4.29)

これより ∆rDs は次のようになる.

∆rDs = (2.46± 6.15)× 10−2. (4.30)

Γ(D+
s → µ+NI) ̸= 0, Γ(D+

s → τ+NI) ̸= 0の場合, ∆rDs の表式は次のようになる.

∆rDs
=

1 +
∑

I=2,3 |ΘτI |2[GDs

τI − 1]

1 +
∑

I=2,3 |ΘµI |2[GDs

µI − 1]
− 1. (4.31)

それぞれの質量に対する GDs

αI を図示したのが図 4.3である.

これまでの mlα < mlβ の関係ではないので, それぞれの NI の質量領域における ∆rDs の表式は

M = K,π の場合と異なる. まずMN < mDs −mτ の領域では, τ かつ µを伴う NI の生成が実現す

るので ∆rDs の表式は次のようになる.

∆rDs =

∑
I=2,3 |ΘτI |2[GDs

τI − 1]−
∑

I=2,3 |ΘµI |2[GDs

µI − 1]

1 +
∑

I=2,3 |ΘµI |2[GDs

µI − 1]
. (4.32)

次に mDs −mτ < MN < mDs −mµ の領域を考える. この領域では µを伴う NI の生成のみが実現

するので ∆rDs の表式は次のようになる.

∆rDs =

∑
I=2,3 |ΘµI |2[1−GDs

µI ]−
∑

I=2,3 |ΘτI |2

1 +
∑

I=2,3 |ΘµI |2[GDs

µI − 1]
. (4.33)

mDs −mµ < MN の領域では, NI の生成は実現しないので∆rDs の表式は次のようになる.

∆rDs =

∑
I=2,3 |ΘµI |2 −

∑
I=2,3 |ΘτI |2

1−
∑

I=2,3 |ΘµI |2
. (4.34)

MN = [0.1− 10]GeVまでの質量領域で∆rDs を図示したものが図 4.20, 4.21である. MN = 2GeV

までの質量領域では, 関数 GDs

µI の増加効果が働き, 混合成分のみの寄与よりも値が約 10倍大きくなる.

それよりも質量が重い領域は, 混合成分 |ΘµI |2 と |ΘτI |2 の上限により |∆rDs |の上限が決まる. 残念

ながら, |∆rDs |の上限は現在報告されている実験値に比べて約 4桁ほど小さいので, 実験にて検証する

ことは厳しいと考えられる.

4.3 W ボソンの 2体崩壊におけるレプトン普遍性

次にW ゲージボソンの 2体崩壊について, レプトン普遍性を議論する. レプトン普遍性を確かめる

ために次のような比を考える.

RW
αβ ≡ Γ(W+ → l+α ν)

Γ(W+ → l+β ν)
. (4.35)
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この比は νMSMでは次のように書き換えられる. 重い中性レプトンの生成率は式 (B.19)に示す.

RW
αβ ≡

∑
i=1,2,3 Γ(W

+ → l+α νi) +
∑

I=1,2,3 Γ(W
+ → l+αNI)∑

i=1,2,3 Γ(W
+ → l+β νi) +

∑
I=1,2,3 Γ(W

+ → l+βNI)
(4.36)

(α ̸= β).

ここで xα = m2
lα
/m2

W , xN = M2
N/m

2
W とすると, 標準模型によるツリーレベルの予言値は以下で与

えられる.

RW
αβ |SM=

(2− xα − x2α)(1− xα)

(2− xβ − x2β)(1− xβ)
. (4.37)

により, 標準模型の予言値からのずれを見るために次の ∆rWαβ を定義する.

∆rWαβ ≡
RW

αβ

RW
αβ |SM

− 1, (4.38)

=

∑
i=1,2,3 |Uαi|2 + |ΘαI |2GW

αN∑
i=1,2,3 |Uβi|2 + |ΘβI |2GW

βN

− 1. (4.39)

ここで GW
αN は以下のように定義され, それぞれのMN に対して図 4.22のように振る舞う.

GW
αN ≡

[
2− xα − xN − (xα − xN )2

]√
(1− xα − xN )2 − 4xαxN

(2− xα − x2α)(1− xα)
. (4.40)

ユニタリティ条件 (4.6)により, 式 (4.39)は次のように書き換えられる.

∆rWαβ =
1 +

∑
I=1,2,3 |ΘαI |2[GW

αN − 1]

1 +
∑

I=1,2,3 |ΘβI |2[GW
βN − 1]

− 1 ≈
1 +

∑
I=2,3 |ΘαI |2

1 +
∑

I=2,3 |ΘβI |2
− 1 ≈

∑
I=2,3

|ΘαI |2 −
∑
I=2,3

|ΘβI |2.

(4.41)
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ここで暗黒物質候補に対する混合成分 |Θα1|2 の寄与は無視した. 標準模型における RW
αβ の予言値 [55]

と実験値 [53]は次のようになる.

RW
µe |SM = 1.000, (4.42)

RW
τe |SM = 0.999, (4.43)

RW
τµ |SM = 0.999, (4.44)

RW
µe |exp = 0.993± 0.019, (4.45)

RW
τe |exp = 1.063± 0.027, (4.46)

RW
τµ |exp = 1.071± 0.035. (4.47)

これらより, 標準模型からのずれは以下のように与えられる.

∆rWµe = (−7± 19)× 10−3, (4.48)

∆rWτe = (6.4± 2.7)× 10−2, (4.49)

∆rWτe = (7.2± 3.5)× 10−2. (4.50)

注目する質量領域はW ゲージボソンの質量に比べて小さく, ヘリシティ抑制の効果が働かない. した

がって νMSM におけるレプトン普遍性の破れは混合成分のみで決まる. それぞれの混合成分 |ΘαI |2

は直接探索からその上限を O(10−9 − 10−7)に制限されている. そのために許される∆rWαβ は非常に抑

制され, 実験で検証することは難しいと考えられる.
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4.4 τ の 2体崩壊と中間子の 2体崩壊を用いたレプトン普遍性

次に, τ の 2体崩壊と中間子の 2体崩壊のそれぞれのモードを用いてレプトン普遍性を検証する. こ

こでは次のような比を考える.

RM
τα ≡ Γ(τ− →M−ν)

Γ(M− → l−α ν)
(M = π,K; lα = e, µ) (4.51)

RM
τα は分母と分子で同一の中間子を考えるため, 中間子の崩壊定数などのハドロンの物理による不確定

性を相殺できる. νMSMでの RM
τα は以下のような崩壊モードが含まれる.

RM
τα ≡

∑
i=1,2,3 Γ(τ

− →M−νi) +
∑

I=1,2,3 Γ(τ
− →M−NI)∑

i=1,2,3 Γ(M
− → l−α νi) +

∑
I=1,2,3 Γ(M

− → l−αNI)
(4.52)

このとき, 荷電中間子M− およびタウオン τ が重い中性レプトン NI に崩壊する反応率は式 (B.18),

(B.19)に示す. 上記までのレプトン普遍性の議論と同様に標準模型からのずれを次のように表す.

∆rMτα ≡ RM
τα

RM
τα |SM

− 1 (4.53)

N の質量領域により可能な崩壊モードが異なるので, 以後 νMSMの枠組みにおいてそれぞれの質量

領域での∆rMτα を示す. 結果はユニタリティ条件 (4.6)により, 混合成分 |ΘαI |2 でまとめている. また,

ここでは次のような変数または関数を用いる.

xM ≡ m2
M

m2
τ

, xN ≡ M2
N

m2
τ

, (4.54)

yα ≡
m2

lα

m2
M

, yN ≡ M2
N

m2
M

, (4.55)

Gτ
MN ≡ (1− xN )2 − xM (1 + xN )

(1− xM )2

√
(1− xM − xN )2 − 4xMxN , (4.56)

GM
αN ≡ yα + yN − (yα − yN )2

yα(1− yα)2

√
(1− yα − yN )2 − 4yαyN . (4.57)

それぞれのMN に対する関数 Gτ
MN を図 4.23に図示する.

• MN < mM −mlαの場合

この質量領域では式 (4.52)における崩壊モードが全て実現可能である.

∆rMτα =
1 +

∑
I=2,3 |ΘτI |2(Gτ

MN − 1)

1 +
∑

J=2,3 |ΘαJ |2(GM
αN − 1)

− 1 (4.58)

• mM −mlα < MN < mτ −mMの場合

この質量領域では, Γ(M− → l−αNI) = 0であるから, ∆rMτα は次のようになる.

∆rMτα =
1 +

∑
I=2,3 |ΘτI |2(Gτ

MN − 1)

1−
∑

J=2,3 |ΘαJ |2
− 1 (4.59)
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観測量 標準模型による予言値 実験値

Rπ
τe (7.91± 0.01)× 107 (7.89± 0.05)× 107

RK
τe (1.940± 0.004)× 107 (1.89± 0.03)× 107

Rπ
τµ 9771± 14 9704± 56

RK
τµ 480± 1 469± 7

表 4.1 τ の 2体崩壊および中間子の 2体崩壊によるレプトン普遍性の観測 [56]

• mτ −mM < MNの場合

この質量領域では, Γ(τ− → M−NI) = Γ(M− → l−αNI) = 0であるから, ∆rMτα は次のように

なる.

∆rMτα =
1−

∑
I=2,3 |ΘτI |2

1−
∑

J=2,3 |ΘαJ |2
− 1 (4.60)

具体的なモードではM = π,K, lα = e, µの 4通りが考えられる. それぞれの RM
τα の標準模型にお

ける予言値と実験値を示したのが表 4.1である. 表 4.1より, それぞれの標準模型からのずれ ∆rMτα は,

次のようになる.

∆rπτe = (−2.52± 7.58)× 10−3, (4.61)

∆rKτe = (−2.58± 1.75)× 10−2, (4.62)

∆rπτµ = (−6.85± 7.15)× 10−3, (4.63)

∆rKτµ = (−2.29± 1.66)× 10−2. (4.64)

MN = [0.1 − 10]GeV までの質量領域で νMSM における ∆rπτe を図示したものが図 4.24, 4.25 で

ある. 左側が NHの場合で, 右側が IHの場合である. 次に各MN に対して −∆rKτe を図示したものが
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図 4.26, 4.27 である. 次に ∆rπτµ を図 4.28, 4.31 に示す. また −∆rKτµ は図 4.28, 4.31 にて示される.

∆rπτe, ∆r
π
τµ, ∆r

K
τµ はヘリシティ抑制の効果が働かないので, 標準模型からのずれは混合成分の上限程

度で, これらの破れを実験的に検証することは厳しい.

∆rKτe はMN < mK −me の領域でヘリシティ抑制効果のために, その最大値は O(10−4)になる. 現

在の実験精度がO(10−2)なので, 実験精度がおよそ 1桁から 2桁向上した場合, この質量領域でレプト

ン普遍性の破れが観測される可能性がある. しかし, ∆rKτe が現在の中心値の大きさで確認された場合,

νMSMの枠組みでそれを説明することはできない.
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第 5章

結論

　本研究では, ニュートリノ振動, 宇宙暗黒物質, 宇宙バリオン数非対称性を説明するために拡張模

型 νMSM を考えた. この模型は標準模型にマヨラナ質量をもつ 3 つの右巻きニュートリノを導入し

た模型であり, ニュートリノディラック質量 |MD|とマヨラナ質量MM および電弱スケール ΛEW に

|MD| ≪MM < ΛEW という大小関係を仮定する. ディラック質量とマヨラナ質量における仮定の下で

シーソー機構が働き, 観測されているニュートリノ質量二乗差を説明する 3つの質量固有状態 ν1, ν2,

ν3 および質量が右巻きニュートリノのマヨラナ質量程度である 3つの質量固有状態 N1, N2, N3 が現

れる. またマヨラナ質量が電弱スケールより小さいことで, 右巻きニュートリノの直接検証が可能であ

る点がこの模型の特徴的な点である. NI(I = 1, 2, 3)を本論文では重い中性レプトンと呼んでいる. 重

い中性レプトンのうち最も質量が小さい N1 が宇宙暗黒物質候補となり, N2 と N3 がニュートリノ振

動と宇宙バリオン数非対称性を説明する役割を担う.

本研究目的はニュートリノ質量とバリオン数生成の起源を説明する N2, N3 を実験的に検証するた

めの理論予言を行うことである. 検証方法には直接検証と間接検証があるが, 本研究では特に, 間接検

証である νMSMにおけるレプトン普遍性の破れに注目した. 標準模型では弱い相互作用の強さはレプ

トンの世代に依らない. これをレプトン普遍性と呼ぶ. レプトン普遍性は, 例として中間子が電子およ

びミューオンに崩壊する確率の比を測定することで確認されている. レプトン普遍性の破れに注目した

理由は, 崩壊率の比をとることでハドロン物理の不確定性が除かれるため精度よく理論計算ができ, 実

験的にも精度よく測定されているので, 標準模型を超える物理を検証する上で役立つからである [57].

νMSMの枠組みでは, 中間子が重い中性レプトンに崩壊する可能性があり, 標準模型の予言からずれる

と期待される. νMSMにおけるレプトン普遍性を議論した先行研究はなかったため, 本研究で, 荷電中

間子, タウオン, Wゲージボソンが N2,3 へ崩壊する過程に注目し, レプトン普遍性の破れを検討した。

重い中性レプトンの弱い相互作用の強さは, アクティブニュートリノに比べて混合成分だけ小さく

なる. N2,3 の過去の探索実験により混合成分に上限がつけられ, また宇宙バリオン数非対称性を説明

するためにも上限がつけられる. 一方で, 宇宙論やシーソー機構から混合成分には下限もつけられる.

そこで, 模型内の自由パラメータを許される全ての領域において変化させ, 混合成分に対する制限を課

すことで, 混合成分の許される領域を数値的に求めた. 結果を図 3.15, 3.16に示した. NH, IHの両方

の場合で質量下限がそれぞれつけることができ, MN = O(1GeV) に対して許される混合成分の値は

O(10−10)から O(10−7)までの領域である.

この結果をもとに, νMSM におけるレプトン普遍性の破れを議論した. RK = Γ(K+ → e+ +
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ν,N)/Γ(K+ → µ+ + ν,N)の標準模型からのずれ ∆rK を評価すると, 図 4.4, 4.5の示すように質量

が 200MeVおよび 450MeV近辺で最大値が O(10−3)程度になることを示した. このような質量領域

において大きな ∆rK が予言された理由は 2つある. 1つ目は直接探索から与えられる制限より混合成

分の二乗が O(10−8)の大きさになるからである. 2つ目は K → e+N2,3 の崩壊率は混合成分の 2乗

で抑制されるが, ヘリシティ抑制の効果により N2,3 の質量と電子質量の 2乗比, つまり O(105)だけ崩

壊率が大きくなるためである. CERNでの NA62実験 [51]や J-PARCでの TREK/E36実験 [52]は

10−3 の精度での測定が計画されているため, νMSMが予言する大きい ∆rK の領域が検証され始める.

また大きな ∆rK が確認された場合, 図 4.6, 4.12が示すようにマヨラナ位相 η が制限され得ること

が分かった. これは直接探索の制限と ∆rK ≥ 10−3 より混合成分 |ΘeI |2 は上限を取るように, |ΘµI |2

小さくなるように制限され, それらを決めるディラック位相 δ とマヨラナ位相 η の許される領域が限定

されるからである. また将来のニュートリノ振動実験によりディラック位相 δ の値が決定されると期待

されるからである.

本研究では, RK
τe = Γ(τ+ → K+ + ν,N)/Γ(K+ → e+ + ν,N)の標準模型からのずれ ∆rKτe も評価

し, 図 4.26, 4.27が示すようにその最大値がO(10−4)まで大きくなることを示した. 現在の実験精度が

10−2 程度であるため, SuperKEKBのような実験等で精度が O(100)倍向上すれば検証が可能である.

本論文ではレプトン普遍性の破れを用いた重い中性レプトンの間接検証を議論した. その結果, K中

間子の崩壊を用いた実験では模型の予言領域を探索することが可能となることが判明した. よって, 重

い中性レプトンの間接検証を通じて, ニュートリノ振動で示唆されるニュートリノ質量の起源および宇

宙バリオン数非対称性の起源を解明するための貴重な情報が得られると期待される.
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付録 A

ニュートリノ物理

A.1 ニュートリノの予言と発見

ニュートリノの存在は, 1930年にウォルフガング・パウリによって原子核の放射性崩壊の一種であ

るベータ崩壊のエネルギー保存から予言された. ベータ崩壊過程で電子と同様にスピン 1/2でかつ中

性である粒子がエネルギー保存則の成立のために必要とされたからである. その 2 年後にはジェーム

ズ・チャドウィックにより中性子が発見され [58], エンリコ・フェルミによりニュートリノは 4点結合

による弱い相互作用理論に含められた [59]. 当初は「ニュートロン」と呼ばれていたが中性子の発見に

より, フェルミが「ニュートリノ」という名称を付けた.

1956年にはフレッド・ライネスとクライド・カワンの原子炉を用いた実験により初めてニュートリ

ノが観測された [60, 61]. このとき観測されたのは電子と対をなす電子ニュートリノであった. また

1962年にはレオン・レーダーマン, メルヴィン・シュワーツ, ジャック・シュタインバーガーらによっ

てミューニュートリノが検出され [62], 2000年にはタウニュートリノがフェルミ国立加速器研究所の

DUNOT実験によって発見された [63]. 今日まで以上 3種類のニュートリノが発見されている.

ニュートリノは弱い相互作用のみ行うことが知られていたが, その質量を測定することができず素粒

子標準模型ではその質量はゼロであると見なされている. ところが 1970年代から 1980年代にかけて

太陽ニュートリノの問題が指摘された. これは太陽から飛来するニュートリノの量が理論予言の 1/3

であったというものである [64]. 1998年にスーパーカミオカンデによるニュートリノ振動の観測 [5]以

来, ニュートリノには非常に小さいが有限の質量があると見なされるようになった. ニュートリノ振動

現象は 1952年にブルーノ・ポンテコルボにより予測され [3], 1962年に坂田昌一・牧二郎・中川昌美

によって, フレーバー間で振動する理論が定式化された [4]. このニュートリノ振動現象の発見により,

太陽ニュートリノ問題は解決した.

A.2 ニュートリノ振動現象

A.2.1 真空中のニュートリノ振動

この小節では真空中におけるニュートリノ振動を説明する. ニュートリノ振動は, ニュートリノが

伝搬しながら異なる世代に変化する現象である. この現象は太陽ニュートリノの観測をはじめ, 大気
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ニュートリノや原子炉から生成されるニュートリノの観測で確認されている.

質量がゼロのときは, ニュートリノのゲージ固有状態 |να⟩と質量固有状態 |νi⟩は同一である. ここ

で, それぞれの添字は固有状態の世代を表す. しかし, ニュートリノに質量がある場合, ゲージ固有状態

は質量固有状態の線形和で表される. 以後, ギリシャ文字の添字はゲージ固有状態の世代を, アルファ

ベット文字の添字は質量固有状態の世代を表す.

|να⟩ =
∑
j

Uαj |νj⟩ (A.1)

このとき, 行列成分 Uαj は混合を表すユニタリー行列の成分である. ゲージ固有状態の時間発展は次の

ように表される.

|να(t)⟩ =
∑
j

Uαj |νj(t)⟩ =
∑
j

Uαje
−iEjt |νj(0)⟩

=
∑
j

Uαje
−iEjt

∑
β

U†
jβ |νβ(0)⟩

=
∑
j,β

UαjU
∗
βje

−iEjt |νβ(0)⟩ (A.2)

式 (A.2)を用いて, 異なるゲージ固有状態の遷移振幅を求めると，

⟨νβ(0) | να(t)⟩ = ⟨νβ(0)|
∑
j,γ

UαjU
∗
γje

−iEjt |νγ(0)⟩

=
∑
j,γ

UαjU
∗
γje

−iEjtδβγ

=
∑
j

UαjU
∗
βje

−iEjt (A.3)

ニュートリノが相対論的に伝搬するものとし, エネルギー Ej は νj の運動量 pと mj を用いて次のよ

うに近似できる.

Ej =
√
|p|2 +m2

j ≈ |p|+
m2

j

2|p|
(A.4)

ここでは, 異なる質量を持つニュートリノの運動量が等しいと仮定した. このとき, 遷移確率は次のよ

うに求められる.

P (να → νβ) = | ⟨νβ(0) | να(t)⟩ |2 =
∑
j,k

UαjU
∗
βjU

∗
αkUβke

−i(Ej−Ek)t

≈
∑
j,k

UαjU
∗
βjU

∗
αkUβkexp

(
−i

∆m2
jk

2|p|
t

)

= δαβ +
∑
j,k

UαjU
∗
βjU

∗
αkUβk

[
exp

(
−i

∆m2
jk

2|p|
t

)
−1

]
(A.5)

ここで, ∆m2
jk ≡ m2

j −m2
k , かつ∑

j,k

UαjU
∗
βjU

∗
αkUβk =

∑
j

UαlU
†
jβ

∑
k

UβkU
†
kα = δαβ (A.6)
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を用いた. 式 (A.5)により, ニュートリノ振動が起きる為には∆m2
jk ̸= 0でなければならない.

具体的にまずフレーバーが 2種類のときを考える. このとき混合行列 U を次のようにおく.

U =

(
cos θ sin θ
− sin θ cos θ

)
(A.7)

ここで, θ は混合角を表し, その定義域を θ = [0, 2π]とする. ニュートリノが生成されて t秒後の遷移

確率 P は次のように与えられる.

P (να −→ νβ) = sin2(2θ) sin2
(
∆m2t

4E

)
= sin2(2θ) sin2

(
∆m2L

4E

)
(A.8)

ここで近似式 |p| ≈ E を用いた. また L はニュートリノ振動においてニュートリノが移動する距

離である. 振動が起きる条件は θ ̸= 0, π/2, π, 3π/2, 2π かつ ∆m2 ̸= 0 である. 典型的な実験では

E = 0.5 ∼ 0.7GeV, L ∼ 300kmとなっている.

次にフレーバーが 3種類のときを考える. このとき混合行列 U を表すために, ニュートリノがマヨ

ラナフェルミオン粒子である可能性を考慮し, ３つの混合角と３つの CPを破る位相を用意する. また,

遷移確率を求めるためにはそれぞれの質量二乗差 ∆m2
12, ∆m

2
13, ∆m

2
23 が必要となる.

混合行列 U は次のように表すことができる.

U =

 c13c12 c13s12 s13e
−iδ

−c23s12 − s23s13c12e
iδ c23c12 − s23s13s12e

iδ s23c12
s23s12 − c23s13c12e

iδ −s23c12 − c23s13s12e
iδ c23c13

 eiη1 0 0
0 eiη2 0
0 0 1

 . (A.9)

上式の c , sはそれぞれ cos , sinを表し，その添字の数字はニュートリノの混合角 θ12 , θ13 , θ23 を

表す. また δ , η1 , η2 はそれぞれディラック位相, マヨラナ位相と呼ばれる CPを破る位相パラメー

タである. U はポンテコルボ-牧-中川-坂田行列 (PMNS行列)と呼ばれる [4]. このとき, νe → νµ の遷

移確率は次のように求まる.

P (νe −→ νµ)(t) =− s12c
2
12c

2
13c23(s12c23 + c12s13s23e

−iδ)(−E11 + E12)

− c12s13c13s23(s12c23e
iδ + c12s13s23)(c12E13 − c212c13E11 − s212c13E12)

+ s212c12c
2
13c23(c12c23 − s12s13s23e

−iδ)(−E21 + E22)

+ s12s13c13s23(c12c23e
iδ − s12s13s23)(c12E23 − c212c13E21 − s212c13E22)

+ s12c
2
12s13c13c

2
23e

−iδ(−E31 + E32)

+ c12s
2
13s23c23(c12E33 − c212c13E31 − s212c13E32) + s213s23(−c13s23 + c12c23).

(A.10)

ここで Eij は次のように定義した.

Eij ≡ exp

(
−i

∆m2
ijt

2|p|

)
−1. (A.11)

以上のことから, ニュートリノ振動が起こるための必要条件は, 異なる質量固有状態の質量二乗差が

ゼロでないことである. このことは素粒子標準模型ではニュートリノが質量を持つことが出来ないこと

に矛盾し, 素粒子標準模型が拡張されなければならないことを意味している.



69

W

νe e
−

e
− νe
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図 A.2 VNC を生成する散乱

A.2.2 物質中のニュートリノ振動

この小節では, 物質中のニュートリノ振動について説明する. 物質中ではニュートリノのゲージ固有

状態 να (α = e, µ, τ)は図 A.1, A.2で示されるような散乱を行う. ここで物質中に存在する電子のた

めに νe は荷電カレント相互作用と中性カレント相互作用を介する散乱を行うことができるが, νµ と ντ

は中性カレント相互作用を介する散乱のみ行う.

まずこれらの散乱からニュートリノ να に対して作用する有効ポテンシャル VCC, VNC を導出する.

低エネルギーにおける荷電カレント相互作用を表す有効ハミルトニアンHCC
eff は以下で与えられる.

HCC
eff =

GF√
2
[νeγ

µ(1− γ5)e][eγµ(1− γ5)νe] =
GF√
2
[νeγ

µ(1− γ5)νe][eγµ(1− γ5)e]. (A.12)

２つ目の等号ではフィルツ変換を行った. 背景電子に対して平均化を行った有効ハミルトニアン HCC
eff

は次式のようになる.

HCC
eff =

GF√
2
[νeγµ(1− γ5)νe]

∫
d3kef(Ee, T )×

1

2

∑
helicity=±1

⟨e−(ke)|eγµ(1− γ5)e|e−(ke)⟩. (A.13)

ここで ke と Ee はそれぞれ電子の運動量とエネルギー, また T は物質の温度を表し, f(Ee, T )は電子

の分布関数を表す. 簡略化のため運動量空間において有限体積 V を考えると, 3次元運動量積分と運動

量保存則は V を用いて以下のようになる.

d3ke
(2π)3

→ 1

V

∑
k⃗e

, (2π)3δ(k⃗e − k⃗′e) → V δk⃗ek⃗′
e
. (A.14)

ヘリシティ和の部分と ke 積分は有限体積 V を用いて次式で表される.

1

2

∑
helicity=±1

⟨e−(ke)|eγµ(1− γ5)e|e−(ke)⟩ =
kµe
EeV

, (A.15)∫
d3kef(ke, T )

kµe γµ
Ee

= NeV γ
0.
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これより, 平均化された有効ハミルトニアンHCC
eff は以下のようになる.

HCC
eff =

√
2GFNeνeγ

0νe. (A.16)

以上により, 荷電カレント相互作用に起因する有効ポテンシャル VCC は次式で与えられる.

VCC =
√
2GFNe. (A.17)

一方で低エネルギーにおける中性カレント相互作用を表す有効ハミルトニアン HCC
eff は以下で与えら

れる.

HNC
eff =

GF√
2

∑
α=e,µ,τ

[ναγ
µ(1− γ5)να]

∑
fermion

[fγµ(g
f
V − gfAγ5)f ]. (A.18)

VCC の導出と同様に, 中性カレント相互作用に起因する有効ポテンシャル VNC は散乱する相手粒子が

f の場合に次式で与えられる.

VNC =
√
2GFNfg

f
V . (A.19)

ここで電子 e−, 陽子 p, 中性子 nのそれぞれの gfV は次のようになる.

ge
−

V = −1

2
+ 2 sin2 θW , (A.20)

gpV = 2guV + gdV =
1

2
− 2 sin2 θW ,

gnV = guV + 2gdV = −1

2
.

θW はワインバーグ角である. 物質がほぼ中性になっている場合は電子と陽子の数密度が等しいことか

ら, 中性子のみの寄与だけ現れる. このとき VNC は次のようになる.

VNC = −
√
2

2
GFNn. (A.21)

よって, 物質中でニュートリノ να に作用する有効ポテンシャル Vα をまとめると次式のようになる.

Vα = VCCδαe + VNC =
√
2GF (Neδαe −

1

2
Nn). (A.22)

次に真空におけるニュートリノ振動と同様に, ニュートリノの遷移振幅の発展方程式を導出する.

ゲージ固有状態 |να⟩を質量固有状態 |νj⟩を用いて以下のように表す. ゲージ固有状態と質量固有状態

は規格化されているものとする.

|να⟩ =
∑
j

Uαj |νj⟩. (A.23)

真空におけるハミルトニアンを H′, 有効ポテンシャルに対するハミルトニアンを Heff とし, それぞれ

を固有状態に作用すると次のようになる. ここで作用される固有状態が異なることに注意する.

H0|νj⟩ = Ej |νj⟩,
Heff |να⟩ = Vα|να⟩. (A.24)
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物質中での全ハミルトニアンHは, H0, Heff を用いて次式で与えられる.

H = H0 +Heff . (A.25)

|να⟩, |νj⟩を時刻 t = 0における固有状態であるとすると, 時刻 tにおけるゲージ固有状態 |να⟩(t)は以
下のように表される.

|να(t)⟩ =
∑
j

Uαje
−iEjt|νj⟩ =

∑
β

(∑
j

Uαje
−iEjtU†

βj

)
|νβ⟩. (A.26)

ゲージ固有状態 |να(t)⟩の時間発展方程式は以下のようになる.

i
d

dt
|να(t)⟩ = H|να(t)⟩|να⟩. (A.27)

να → νβ の遷移振幅を ϕαβ(t) ≡ ⟨νβ |να(t)⟩すると, 遷移確率 P (να → νβ)(t)は遷移振幅の二乗 |ϕαβ |2

で与えられる. 式 (A.27)により, 遷移振幅 ϕαβ の時間発展方程式は次式のようになる.

i
d

dt
ϕαβ(t) =

∑
ρ

(∑
j

U†
βjEjUρj + δβρVβ

)
ϕαρ(t). (A.28)

相対論的なニュートリノを考えると, そのエネルギー Ej は運動量 pと質量mj を用いて

Ej ≈ p+
m2

j

2E
, (A.29)

と表される. ここで mj ≪ pにより, ニュートリノのエネルギーを E ≈ pとした. また xをニュート

リノの生成点からの距離とすると t ≈ xとなる. これらの近似を用いると, 発展方程式 (A.28)は次の

ようになる.

i
d

dx
ϕαβ(x) =

(
p+

m2
1

2E
+ VNC

)
ϕαβ(x) +

∑
ρ

(∑
j

U†
βj

∆m2
j1

2E
Uρj + δβeδρeVCC

)
ϕαρ(x). (A.30)

ここで質量固有状態 |νj⟩と |ν1⟩の質量二乗差m2
j −m2

1 を∆m2
j1 と表した. 式 (A.30)の右辺第一項は

全てのフレーバーについて対して共通にあらわれるので, この項はフレーバー遷移に寄与しない. 以後

遷移振幅 ϕαβ(x)を

ϕαβ(x) → ϕαβ(x)e
−i(p+m2

1/2E)x−i
∫
dx′VNC(x′), (A.31)

と再定義することで, 式 (A.30)の右辺第一項からの寄与を無視する. 以上により, フレーバー遷移に寄

与する部分の発展方程式は次式で与えられる.

i
d

dx
ϕαβ(x) =

∑
ρ

(∑
j

U†
βj

∆m2
j1

2E
Uρj + δβeδρeVCC

)
ϕαρ(x). (A.32)
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3世代の場合, 発展方程式 (A.32)を行列表示すると次のようになる.

i
d

dx
Φα(x) = HΦα, (A.33)

H =
1

2E
(U†∆M2U +W ),

Φα =

 ϕαe
ϕαµ
ϕατ

 , ∆M2 =

 0 0 0
0 ∆m2

21 0
0 0 ∆m2

31

 , W =

 WCC 0 0
0 0 0
0 0 0

 ,

WCC = 2EVCC = 2
√
2GFENe.

これより, 簡略化のため 2世代 νe, νµ(ν1, ν2)におけるフレーバー遷移を考える. t = 0で νe が生成

されたとすると, 遷移振幅の時間発展方程式は次のようになる.

i
d

dx

(
ϕee(x)
ϕeµ(x)

)
=

1

4E

(
−∆m2 cos 2θ +WCC ∆m2 sin 2θ

∆m2 sin 2θ ∆m2 cos 2θ −WCC

)(
ϕee(x)
ϕeµ(x)

)
. (A.34)

ここで質量二乗差を ∆m2 = m2
2 −m2

1 とし, ユニタリー行列 U を真空における混合角 θ を用いて次式

として考える.

U =

(
cos θ sin θ
− sin θ cos θ

)
. (A.35)

遷移振幅の初期条件は以下の通りである.(
ϕee(0)
ϕeµ(0)

)
=

(
1
0

)
. (A.36)

有効ハミルトニアンHは今, 次式で与えられている.

H =
1

4E

(
−∆m2 cos 2θ +WCC ∆m2 sin 2θ

∆m2 sin 2θ ∆m2 cos 2θ −WCC

)
. (A.37)

次に有効ハミルトニアンHのユニタリー対角化を考える.

UT
DHUD ≡ HD =

1

4E

(
−∆m2

m(x) 0
0 ∆m2

m(x)

)
. (A.38)

ここでユニタリー行列 UD は物質中の混合角 θm を用いて以下のように表される.

UD(x) =

(
cos θm(x) sin θm(x)
− sin θm(x) cos θm(x)

)
. (A.39)

また対角化した有効ハミルトニアン HD の対角成分に含まれる物質中におけるニュートリノの質量 2

乗差∆m2
m とユニタリー行列 UD における物質中の混合角は, 真空における質量 2乗差∆m2 と混合角

θ を用いて以下のように与えられる.

∆m2
m(x) ≡

√
(∆m2 cos 2θ −WCC(x))2 + (∆m2 sin 2θ)2, (A.40)

tan 2θm(x) ≡ tan 2θ

1− WCC(x)
∆m2 cos θ

. (A.41)
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ここで,

WCC |Res= ∆m2 cos 2θ, (A.42)

の場合, tan 2θm(x)が発散し共鳴が起きる. また,

cos 2θm =
∆m2 cos 2θ −WCC

∆m2
m

, (A.43)

sin 2θm =
∆m2 sin 2θ

∆m2
m

,

を用いて遷移振幅の発展方程式を∆m2
M , θM で書き直すと, 次のようになる.

i
d

dx

(
ϕee(x)
ϕeµ(x)

)
=

1

4E

(
−∆m2

m cos 2θm ∆m2
m sin 2θm

∆m2
m sin 2θm ∆m2

m cos 2θm

)(
ϕee(x)
ϕeµ(x)

)
. (A.44)

有効ハミルトニアンHの対角化により, 始状態がフレーバー固有状態の遷移振幅 ϕeα(x) (α = e, µ)は

始状態が質量固有状態の遷移振幅 ϕej(x) = ⟨να | νj(x)⟩ (j = 1, 2)に書き換えられる.(
ϕe1
ϕe2

)
≡ U†

D

(
ϕee
ϕeµ

)
. (A.45)

UD の成分が xに依存しているため, dUD/dxは次のようになる.

dUD

dx
=

(
− sin θm

dθm
dx cos θm

dθm
dx

− cos θm
dθm
dx − sin θm

dθm
dx

)
. (A.46)

式 (A.45)を式 (A.44)に代入することで ϕej (j = 1, 2)の発展方程式は次のようになる.

i
d

dx

(
ϕe1
ϕe2

)
=

1

4E

(
−∆m2

m −4Eidθmdx

4Eidθmdx ∆m2
m

)(
ϕe1
ϕe2

)
. (A.47)

ここで有効ハミルトニアンH′ は,

H′ ≡ 1

4E

(
−∆m2

m −4Eidθmdx

4Eidθmdx ∆m2
m

)
, (A.48)

である. ϕei に対しての初期条件は, 次のようになる.(
ϕe1(0)
ϕe2(0)

)
=

(
cos θm(0) − sin θm(0)
sin θm(0) cos θm(0)

)(
1
0

)
=

(
cos θm(0)
sin θm(0)

)
. (A.49)

θm(0)はニュートリノが生成される点における混合角である. 式 (A.48)を見ると、非対角成分に物質

中の混合角 θm の微分がある. x依存性はWCC にあるため, 物質密度が一定, つまりこれら非対角成分

が十分無視できる場合とできない場合に分けて考えていく.

まず物質密度が一定の場合を考える. このとき, dθM/dx = 0であり, 発展方程式 (A.47)は次のよう

になる.

i
d

dx

(
ϕe1
ϕe2

)
=

1

4E

(
−∆m2

m 0
0 ∆m2

m

)(
ϕe1
ϕe2

)
=

∆m2
m

4E

(
−ϕe1
ϕe2

)
. (A.50)
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これを解くと, 特殊解は (
ϕe1(x)
ϕe2(x)

)
=

(
ϕe1(0) exp

[
i
∆m2

m

4E x
]

ϕe2(0) exp
[
− i

∆m2
m

4E x
] ) , (A.51)

となるため, フレーバー固有状態の遷移振幅 ϕeα は以下のようになる.

(
ϕee(x)
ϕeµ(x)

)
=

 cos2 θm(0) exp
[
∆m2

mx
4E

]
+ sin2 θm(0) exp

[
− ∆m2

mx
4E

]
− sin θm(0) cos θm(0) exp

[
∆m2

mx
4E

]
+ sin θm(0) cos θm(0) exp

[
− ∆m2

mx
4E

]  .

(A.52)

したがって, νe → νµ の遷移確率 P (νe → νµ) = |ϕeµ|2 は次のように求まる.

P (νe → νµ) = sin2(2θm) sin2
(
∆m2

mx

4E

)
. (A.53)

真空における遷移振幅 (A.8)は質量二乗差 ∆m2 と混合角 θ に依っていたが, 密度が一定の物質中での

遷移確率は ∆m2
m, θm に依存する.

次に物質密度が一定ではない場合, つまり H′ の非対角成分が無視できない場合を考える. この

効果はミケーエフ-スミルノフ-ヴォルフェンシュタインにより提唱され, MSW 効果と呼ばれている

[65, 66]. このとき, d sin θm(x)/dxは次のように与えられる.

d sin θm(x)

dx
=

sin 2θm(x)

∆m2
m(x)

cos 2θm(x)
dWCC(x)

dx
= 2 cos 2θm(x)

dθm(x)

dx
. (A.54)

したがって, dθm(x)/dxは次のように与えられる.

dθm(x)

dx
=

1

2

sin 2θm(x)

∆m2
m(x)

dWCC(x)

dx
. (A.55)

発展方程式 (A.47)で dθm(x)/dxの項があるため, ニュートリノが伝搬する物質中において質量固有状

態 ν1, ν2 における遷移が生じる. しかし, このような遷移は有効ハミルトニアンの非対角成分が対角成

分間の差よりもずっと小さいならば無視できる. 対角成分と非対角成分の大小関係を評価するために,

発展方程式 (A.47)における有効ハミルトニアン H′ のユニタリー対角化を考える. ここで用いるユニ

タリー行列 Ũ を次のように表す.

Ũ ≡
(
eiα 0
0 eiβ

)(
cos χ̃ sin χ̃
− sin χ̃ cos χ̃

)
. (A.56)

ここで ei(α−β) = −iである. 有効ハミルトニアンH′ をユニタリー対角化すると, 次のようになる.

Ũ†H′Ũ =

(
−∆m2

m cos2 χ̃− 4E dθm
dx sin 2χ̃+∆m2

m sin2 χ̃ −∆m2
m sin 2χ̃+ 4E dθm

dx cos2 χ̃− 4E dθm
dx sin2 χ̃

−∆m2
m sin 2χ̃+ 4E dθm

dx cos2 χ̃− 4E dθm
dx sin2 χ̃ −∆m2

m sin2 χ̃+ 4E dθm
dx sin 2χ̃+∆m2

m cos2 χ̃

)
.

(A.57)

対角化することで非対角成分がゼロになることから, tan 2χ̃は次のように求まる.

tan 2χ̃ =
4Edθm(x)/dx

∆mm(x)
. (A.58)
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ν1-ν2 間の遷移を定量的に扱うための役立つパラメータは次の断熱性パラメータ γ である.

γ ≡ ∆m2
m(x)

4E|dθm(x)/dx|
=

∆m2
m(x)

2E sin 2θm(x)|dWCC(x)/dx|
(A.59)

もしニュートリノの伝播する軌道の全て点で, γ ≫ 1ならば, その発展は断熱的, つまり物質密度の変

化が緩やかになることで ν1-ν2 遷移は無視できる. 今は物質密度が一定ではない, つまり ∆mm が位置

xに依存するときを考えているので, この場合 ϕej (j = 1, 2)はそれぞれ独立に発展する.

ϕe1(x) = exp

(
i

∫ x

0

∆m2
m(x′)

4E
dx′
)
ϕe1(0), (A.60)

ϕe2(x) = exp

(
−i
∫ x

0

∆m2
m(x′)

4E
dx′
)
ϕe2(0).

このときゲージ固有状態 |νe⟩として生成され, 検出点で同じ状態で検出する遷移振幅 ϕee(x)により初

期条件 (A.49)を適用すると遷移振幅 P (νe → νe)adiabatic は以下のように求められる.

P (νe → νµ)adiabatic =
1

2
+

1

2
cos 2θm(0) cos 2θ(f)m − 1

2
sin 2θm(0) sin 2θ(f)m cos

[∫ x

0

∆m2
m(x′)

2E
dx′
]
.

(A.61)

θfm はニュートリノの検出点での有効混合角である. これより断熱的な遷移確率 P (νe → νµ)adiabatic

は,

P (νe → νµ)adiabatic =
1

2
− 1

2
cos 2θ(i)m cos 2θ(f)m − 1

2
sin 2θ(i)m sin 2θ(f)m cos

[∫ x

0

∆m2
m(x′)

2E
dx′
]
.

(A.62)

実際に断熱的な発展は太陽ニュートリノまたは超新星ニュートリノのような星の内部で生成される

ニュートリノの場合に実現され得る.

更に, ニュートリノの生成点と検出点が非常に離れているならば式 (A.62)の cosにおける積分がと

ても大きくなる. 積分値が大きくなるほど生成点から検出点までにおける ν1-ν2 の遷移回数が非常に多

くなる. この場合関数 cosの周期で平均をとるとゼロになるので, 平均化された確率は

P (νe → νµ)adiabatic =
1

2
− 1

2
cos 2θ(i)m cos 2θ, (A.63)

となり, 生成点と検出点の距離に依存しなくなる.

図 A.3 は Ne の関数として θm を図示したものである. ここでは ∆m2 = 7 × 10−6eV2, sin2 θ =

10−3, E = 1MeV, NA はアボガドロ定数とした. θm = 45◦ のときの Ne を Ne |Res とするとそこで

共鳴が起きる. このときの Ne |Res は

Ne |Res=
∆m2 cos 2θ

2
√
2EGF

, (A.64)

と与えられる. 図 A.3により, Ne ≪ Ne |Res のとき θm ≃ θ, Ne = Ne |Res のとき θm は Ne に伴って

急激に変化する. また, Ne > Ne |Res のとき θm は 90◦ に向かって増加する.

図 A.4は次で与えられるm2
m1, m

2
m2 の振る舞いを示す.

m2
m1,2 =

1

2
(m2

1 +m2
2 +WCC ±∆m2

m). (A.65)
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図 A.4 有効質量の 2乗m2
m1,2 と電子数 Ne

図A.4により, ∆m2
mが共鳴点で最小値に達することがわかる. 恒星の中心などの環境でNe ≫ Ne |Res

であれば, θm は実際的に 90◦ であり, νe はほぼ ν2 として生成される. ニュートリノは伝搬しながら

Ne = Ne |Res に近づきそこでは ν1 と ν2 のエネルギー差は最小になる. 更に, 共鳴が断熱的に起きる

ならば, ニュートリノは ν2 を保ち ν2 = νe sin θ + νµ cos θ として太陽から出て行く. それは, θ が小さ

くてもほとんど νµ と等しくほぼ完全な νe → νµ の遷移になる.

A.2.3 ニュートリノ質量の問題

ニュートリノ振動が起こるための条件は, 異なる質量固有状態の質量がゼロではなく, かつ縮退して

いないことである. このことは素粒子標準模型においてニュートリノが質量を持つことが出来ないこと

に矛盾し, 素粒子標準模型が拡張されなければならないことを意味している.

表 A.1では現在のニュートリノの質量とゲージ固有状態と質量固有状態の混合角のフォレロらの解

析結果 [6]を示す. ここで ∆m2
ij = m2

i −m2
j は質量二乗差を表し, それぞれ次のように与えられる.

∆m2
21 = m2

2 −m2
1, (A.66)

∆m2
31 = m2

3 −m2
1 (A.67)

ニュートリノの質量はmν = (m1 , m2 , m3)とする. ここで, ニュートリノの質量の階層性について

述べる. m1 , m2 , m3 の大小関係は確定されていないため, 次の２つが考えられる.

順質量階層：m2
1 < m2

2 ≪ m2
3 (A.68)

逆質量階層：m2
3 ≪ m2

1 < m2
2 (A.69)

フォレロらの解析結果では, 順質量階層を NH, 逆質量階層を IHと表している.
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ニュートリノ振動現象からニュートリノの質量二乗差は測定されているが, ニュートリノの質量絶対

値は未だ不明である. また, ニュートリノがディラック粒子であるのか, マヨラナ粒子であるのかも解

明されていない.
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付録 B

重い中性レプトンの崩壊率と生成率

この章では重い中性レプトン NI の可能な崩壊過程と生成過程の反応率を示す. 反応率を計算するた

めに必要なアクティブニュートリノ νi と重い中性レプトン NI の弱い相互作用は以下のラグランジア

ンにより与えられる.

Lint =
gz
2
Zµ

[
(Θ†U)IiN c

I γ
µPLνi + (U†Θ)iIνiγ

µPLN
c
I + |Uαi|2νiγµPLνi + |ΘαI |2N c

I γ
µPLN

c
I

]
+

g2√
2
W+

µ

[
U†
αiνiγ

µPLlα +Θ†
αIN

c
I γ

µPLlα
]
+

g2√
2
W−

µ

[
Uαilαγ

µPLνi +ΘαI lαγ
µPLN

c
I

]
,

(B.1)

gz =
√
g22 + g21 . (B.2)

g2, g1 はそれぞれ SU(2)L, U(1)Y のゲージ結合定数である.

B.1 重い中性レプトンのそれぞれのモードに対する崩壊率

Γ(NI → P 0νi) =
G2

F

16π

∑
α

|ΘαI |2f2P 0M3
I

(
1− mP 0

M2
I

)2

, (B.3)

(P 0 = π0, η, η′). (B.4)

Γ(NI → P+lα) =
G2

F

8π
|ΘαI |2|VCKM|2f2P+M3

I

[(
1−

m2
lα

M2
I

)2

−
m2

P+

M2
I

(
1 +

m2
lα

M2
I

)]
×

√[
1− (mP+ −mlα)

2

M2
I

][
1− (mP+ +mlα)

2

M2
I

]
, (B.5)

(P+ = π+,K+, D+, D+
s , B

+, B+
c ).

Γ(NI → V 0νi) =
G2

F

16π

∑
α

|ΘαI |2f2V 0M3
I

(
1 +

2mV 0

M2
I

)(
1−

m2
V 0

M2
I

)2

, (B.6)

(V 0 = ρ0, ω0, ϕ0, J/ψ,Υ, a01). (B.7)



80

Γ(NI → V +lα) =
G2

F

8π
|ΘαI |2|VCKM|2f2V +M3

I

[(
1−

m2
lα

M2
I

)2

+
m2

V +

M2
I

(
1 +

m2
lα

− 2m2
V +

M2
I

)]
×

√[
1− (mV + −mlα)

2

M2
I

][
1− (mV + +mlα)

2

M2
I

]
, (B.8)

(V + = ρ+, a+1 ).

Γ(NI → γνi) =
αFSG

2
F

128π4

∑
α

|ΘαI |2M5
I

(
− 3

2
+

3m2
τ

4m2
W

)
. (B.9)

Γ(NI → νiνjνj ; i ̸= j) =
G2

FM
5
I

96π3

∑
α

|ΘαI |2. (B.10)

Γ(NI → l−α l
+
β νi;α ̸= β) =

G2
FM

5
I

96π3
(|ΘαI |2 + |ΘβI |2)(1− 8x2l + 8x6l − x8l − 12x4l lnx

2
l ), (B.11)

xl =
MAX[mlα ,mlβ ]

M2
I

.

Γ(NI → l−α l
+
α νi) =

G2
FM

5
I

96π3

[
|ΘαI |2

(
1

4
C1{(1− 14xα − 2x2α − 12x6α)Aα + 12x4α(x

4
α − 1)Lα}

(B.12)

+ 4C2{x2α(2 + 10x2α − 12x4α)Aα + 6xα(1− 2x2α + 2x4α)Lα}
)

∑
β ̸=α

|ΘβI |2
(
1

4
C3{(1− 14xα − 2x2α − 12x6α)Aα + 12x4α(x

4
α − 1)Lα}

+ 4C4{x2α(2 + 10x2α − 12x4α)Aα + 6xα(1− 2x2α + 2x4α)Lα}
)]
,

xα =
mlα

MI
, Aα =

√
1− 4x2α, Lα = ln

[
1− 3x2α − (1− x2α)Aα

x2α(1 +Aα)

]
,

C1 = 1 + 4 sin2 θw + 8 sin4 θw, C2 =
1

2
sin2 θw(2 sin

2 θw + 1),

C3 = 1− 4 sin2 θw + 8 sin4 θw, C4 =
1

2
sin2 θw(2 sin

2 θw − 1)

Γ(NI → l−α qρqσ; ρ ̸= σ) =
G2

F

96π3
|ΘαI |2|VCKM|2M5

I (1− 8r2 + 8r6 − r8 − 12r4 ln r2),

r =
MAX[mlα ,mqρ ,mqσ ]

MI
(B.13)
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Γ(NI → νiqρqρ) =
G2

F

96π3
|ΘαI |2M5

I [(A
2 +B2)K − 8ABT ], (B.14)

K = (1− 14x2ρ − 2x4ρ − 12x6ρ)Aρ + 12x4ρ(x
4
ρ − 1) ln

[
1− 3x2ρ − (1− x2ρ)Aρ

x2ρ(1 +Aρ)

]
,

T = x2ρ

{
(1 + 5x2ρ − 6x4ρ)Aρ + 3x2ρ(1− 2x2ρ + 2x4ρ) ln

[
1− 3x2ρ − (1− x2ρ)Aρ

x2ρ(1 +Aρ)

]}
,

xρ =
mqρ

MI
, Aρ =

√
1− 4x2ρ.

Γ(NI → ÑÑνi; Ñは核子) =
G2

F

96π3

∑
α

|ΘαI |2M5
I

×
[
(gÑV )2 + (gÑA )2

4
{(1− 14x2

Ñ
− 2x4

Ñ
− 12x6

Ñ
)AÑ + 12x4

Ñ
(x4

Ñ
− 1)LÑ}

+ [(gÑV )2 + (gÑA )2]x2
Ñ
{(1 + 5x2

Ñ
− 6x4

Ñ
)AÑ + 3x2

Ñ
(1− 2x2

Ñ
+ 2x4

Ñ
)LÑ}

]
,

(B.15)

xÑ =
mÑ

MI
, AÑ =

√
1− 4x2

Ñ
, LÑ = ln

[
1− 3x2

Ñ
− (1− x2

Ñ
)AÑ

x2
Ñ
(1 +AÑ )

]
,

gpV =
1

2
− 2 sin2 θw, g

p
A =

1

2
, gnV = −1

2
, gnA = −1

2

Γ(NI → npl−α ;mlα = 0,mp = mn) =
G2

F

384π3
|ΘαI |2|VCKM|2M5

I

×
[
[1 + (gA)

2]{(1− 14x2p − 2x4p − 12x6p)Ap + 12x4p(x
4
p − 1)Lp}

+ 4[1− (gA)
2]x2p{(1 + 5x2p − 6x4p)Ap + 3x2p(1− 2x2p + 2x4p)Lp}

]
,

(B.16)

xp =
mp

MI
, Ap =

√
1− 4x2p, Lp = ln

[
1− 3x2p − (1− x2p)Ap

x2p(1 +Ap)

]
,

gA ≈ 1.27

B.2 重い中性レプトンのそれぞれのモードに対する生成率

Γ(M+ → l+αNI) =
G2

F f
2
M+m3

M+

8π
|ΘαI |2|VCKM|2[yα + yI − (yα − yI)

2]
√
(1− yα − yI)2 − 4yαyI ,

(B.17)

yα =
m2

lα

m2
M+

, yI =
M2

I

m2
M+

.
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Γ(τ+ →M+NI) =
G2

F f
2
M+m3

τ

16π
|ΘτI |2|VCKM|2[(1− zI)

2 − zM (1 + zI)]
√
(1− zM − zI)2 − 4zMzI ,

(B.18)

zM =
m2

M+

m2
τ

, zI =
M2

I

m2
τ

.

Γ(W+ → l+αNI) =
G2

Fm
3
W

12
√
2π

|ΘαI |2[2− hI − hα − (hI − hα)
2]
√

(1− hα − hI)2 − 4hαhI , (B.19)

hα =
m2

lα

m2
W

, hI =
M2

I

m2
W

.

B.3 2体崩壊における位相積分

この節では, 終状態が 2体の反応における位相積分について示す. 親粒子の運動量を p, 子粒子の運

動量を k1, k2 とし, 位相積分を以下の表式から考える.

dΦ2 = (2π)4δ(4)(p− k1 − k2)
d3k1

(2π)32E1

d3k2
(2π)32E2

=
1

(2π)2
d3k1
2E1

δ
(
(p− k1)

2 −m2
2

)
. (B.20)

ここで 2 つ目の等号では, k2 積分を実行した. 親粒子の静止系を考え, それぞれの運動量を pµ =

(M, 0, 0, 0), kµi = (Ei,ki) (i = 1, 2)とすると, p · ki = MEi となる. このときデルタ関数は以下のよ

うに書き換えられる.

δ
(
(p− k1)

2 −m2
2

)
=

1

2M
δ

(
E1 −

M2 +m2
1 −m2

2

2M

)
. (B.21)

一方, d3k1 を極座標表示すると, 以下のようになる.

d3k1 = dk̃1k̃1
2
dΩ = dE1E1k̃1dΩ. (B.22)

ここで k̃1 = |k1|と表し, dΩは立体角の積分要素を表す. また, 2つ目の等号では, k̃1dk̃1 = E1dE1 を

用いた. 以上のことから式 (B.20)は次のようにまとめることができる.

dΦ2 =
1

8π2

1

2M
dE1k̃1dΩδ

(
E1 −

M2 +m2
1 −m2

2

2M

)
=

dΩ

16π2M
k̃1 |

E1=
M2+m2

1−m2
2

2M

. (B.23)

このとき k̃1 はデルタ関数の積分より以下のように表される.

k̃1 =
√
E2

1 −m2
1 =

M

2

√
1− 2(m2

1 +m2
2)

M2
+

(m2
1 −m2

2)
2

M4
. (B.24)
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式 (B.24)を式 (B.23)にすると, 次の表式にまとめられる.

dΦ2 =
dΩ

32π2

√
1− 2(m2

1 +m2
2)

M2
+

(m2
1 −m2

2)
2

M4
. (B.25)

被積分関数が立体角要素に依存しない場合は式 (B.25)は次式のようになる.

dΦ2 =
1

8π

√
1− 2(m2

1 +m2
2)

M2
+

(m2
1 −m2

2)
2

M4
. (B.26)

B.4 3体崩壊における位相積分

この節では, 終状態が 3体の反応における位相積分について示す. 親粒子の運動量を p, 子粒子の運

動量を k1, k2, k3 とし, 位相積分を以下の表式から考える.

dΦ3 = (2π)4δ(4)(p− k1 − k2 − k3)
d3k1

(2π)32E1

d3k2
(2π)32E2

d3k3
(2π)32E3

=
1

(2π)5
d3k1
2E1

d3k2
2E2

δ
(
(p− k1 − k2)

2 −m2
3

)
. (B.27)

ここで 2 つ目の等号では, k3 積分を実行した. 親粒子の静止系を考え, それぞれの運動量を pµ =

(M, 0, 0, 0), kµi = (Ei,ki) (i = 1, 2, 3)とすると, p · ki = MEi となる. このときデルタ関数は以下の

ように書き換えられる.

δ
(
(p− k1 − k2)

2 −m2
3

)
=

1

2k̃1k̃2
δ

(
cos θ12 −

E1E2

k̃1k̃2
+
M(E1 + E2)

k̃1k̃2
− M2

2k̃1k̃2

)
=

1

2k̃1k̃2
δ(cos θ12 − α), (B.28)

M2 =M2 +m2
1 +m2

2 −m2
3, (B.29)

α ≡ E1E2

k̃1k̃2
− M(E1 + E2)

k̃1k̃2
+

M2

2k̃1k̃2
. (B.30)

ここで cos θ12 は運動量 k1 と k2 のなす角であり, k̃i = |ki| (i = 1, 2)である.

d3k1 と d3k2 をそれぞれ極座標表示し, それを角度 θ12 で書き直すと次のようになる.

d3k1d
3k2 = 8π2dE1dE2E1E2k̃1k̃2d cos θ12 (B.31)

以上をまとめると, 位相積分測度 dΦ3 は次式になる.

dΦ3 =
1

32π3
dE1dE2d cos θ12δ(cos θ12 − α). (B.32)

E1, E2 の積分範囲は

• −1 ≤ cos θ12 ≤ 1

• E3 > 0

を考慮することにより求めることができる.
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